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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ハイチ共和国の貧困農民支援にかかる協力準備調査を実施し、

2010 年９月 30 日から 10 月 24 日まで調査団を現地に派遣しました。 

調査団は、ハイチ共和国政府関係者と協議を行うとともに、計画対象地域における現地調査を

実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立つこと

を願うものです。 

終りに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 22 年 11 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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MPEC Ministry of Planning and External Cooperation 計画・対外協力省 

NGO Non Governmental Organization 非政府組織 



略 語 正式名 日本語 

ODVA 
Organisme de Développement de la Vallée de 
l’Artibonite 

アルティボニート渓谷開発公社 

PRSP Poverty Reduction Strategy Paper 貧困削減戦略ペーパー 

USAID 
United States Agency for International 
Development 

米国国際開発庁 

WFP World Food Programme 世界食糧計画 

 



単位換算表 
 
＜面積＞ 

名称 記号 換算値 

平方メートル m2  

アール a 100 m2 

ヘクタール ha 10,000 m2 

平方キロメートル km2 1,000,000 m2 

 

＜容積＞ 

名称 記号 換算値 

リットル L  

立方メートル m3 1,000 L 

 

＜重量＞ 

名称 記号 換算値 

グラム g  

キログラム kg 1,000 g 

トン t 1,000,000 g 

 

＜通貨換算（2010 年 10 月）＞ 

１USD＝39.5 Haitian Gourde (HTG) 
１HTG＝0.025 USD 
１USD＝86.94 JPY 
１HTG＝2.201 JPY 

 
＜予算年度＞ 

10 月 1 日～９月 30 日 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査の背景と目的 

（１）背景 
日本国政府は、1967 年のガット・ケネディラウンド（Kennedy Round：KR）関税一括引き

下げ交渉の一環として成立した国際穀物協定の構成文書の一つである食糧援助規約1に基づ

き、1968 年度から食糧援助（以下、「KR」と記す）を開始した。 
一方、1971 年の食糧援助規約改訂の際に、日本国政府は「米又は受益国が要請する場合に

は農業物資で援助を供与することにより、義務を履行する権利を有する」旨の留保を付した。

これ以降、日本国政府は KR の枠組みにおいて、コメや麦などの食糧に加え、食糧増産に必

要となる農業資機材についても被援助国政府がそれらを調達するための資金供与を開始した。 
1977 年度には、農業資機材の調達資金の供与を行う予算を KR から切り離し、「食糧増産

援助（Grant Aid for the Increase of Food Production）（以下、後述の貧困農民支援とともに

「Second Kennedy Round：２KR」と記す）」として新設した。 
以来、日本国政府は、「開発途上国の食糧不足問題の緩和には、食糧増産に向けた自助努

力を支援することが重要である」との観点から、２KR を実施してきた。 
2003 年度から外務省は、２KR の実施に際して、要望調査対象国の中から、予算額、我が

国との二国間関係、過去の実施状況等を総合的に勘案したうえで供与対象候補国を選定し、

JICA に調査の実施を指示することとした。 
また、以下の３点を２KR の供与に必要な新たな条件として設定した。 

①見返り資金の公正な管理・運用のための第三者機関による外部監査の義務付けと見返り資

金の小農支援事業、貧困対策事業への優先的な使用 
②モニタリング及び評価の充実のための被援助国側と日本側関係者の四半期に一度の意見交

換会の制度化 
③現地ステークホルダー（農民、農業関連事業者、NGO 等）の２KR への参加機会の確保 

さらに、日本政府は、世界における飢えの解消に積極的な貢献を行う立場から、食糧の自

給に向けた開発途上国の自助努力をこれまで以上に効果的に支援していくこととし、裨益対

象を貧困農民、小農とすることを一層明確化するために、2005 年度より、食糧増産援助を「貧

困農民支援（Japanese grant assistance for the food security project for underprivileged farmers）」

に名称変更した。 
JICA は上述の背景を踏まえた貧困農民支援に関する総合的な検討を行うため、「貧困農民

支援の制度設計に係る基礎研究（フェーズ２）」（2006 年 10 月～2007 年３月）を行い、よ

り効果的な事業実施のため、制度及び運用での改善案を取りまとめた。同基礎研究では、貧

困農民支援の理念は、「人間の安全保障の視点を重視して、持続的な食糧生産を行う食糧増

産とともに貧困農民の自立を目指すことで、食糧安全保障並びに貧困削減を図る」と定義し、

農業資機材の投入により効率的な食糧生産を行う「持続的食糧生産アプローチ」及び見返り

資金の小規模農民・貧困農民への使用を主とする「貧困農民自立支援アプローチ」の２つの

                                                        
1 現行の食糧援助規約は 1999 年に改定され、日本、米国、カナダなど７カ国及び EU（欧州連合）とその加盟国

が加盟しており、日本の年間の最小拠出義務量は小麦換算で 30 万 t となっている。 
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アプローチで構成されるデュアル戦略が提言された。 
中南米・カリブ地域の最貧国であるハイチ共和国（以下、「ハイチ」と記す）では、長年

にわたる政情不安や度重なるハリケーンの影響、農業資金の不足、農産物の流通に不可欠な

インフラの欠如、農業資機材の入手困難さ、農業技術の低さなどにより農業基盤は極めて脆

弱であり、食糧の自給率は 50％以下である。ハイチの 80％の世帯が食糧ニーズを十分に満た

すことができず、国民の半数は国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the 
United Nations：FAO）の定める最低栄養必要量を確保できない慢性的な栄養失調という深刻

な状態にあり、食糧安全保障の観点から農業生産性の向上はハイチの国家政策の中でも最重

要課題の一つとされている。 
農業生産性向上のためには、肥料など農業生産資材へのアクセス改善が必要とされている

が、肥料はハイチ内で生産されておらず、絶対的に国内流通量が不足していることに加え、

肥料価格は高騰しており、多くの農家にとって十分な量の肥料の購入が困難な状況が続いて

いる。 
かかる状況下、2009 年度要望調査にてハイチ国内の農業生産性向上、農家の収入向上を通

じ、農村部における雇用創出及び農家の生活状況の改善を目的とした肥料供与の協力要請が、

我が国に対してなされた。 
 

（２）目的 
本調査は、ハイチについて、2010 年度の貧困農民支援（２KR）実施の可否の検討に必要

な情報・資料を収集、分析し、要請内容の必要性・妥当性を検討するとともに、概算事業費

の積算を行うことを目的として実施した。 

 

１－２ 体制と手法 

（１）調査実施手法 
現地調査において、ハイチ政府関係者、農家、国際機関、NGO、資機材配布機関／業者等

との協議、サイト調査、資料収集を行い、ハイチにおける２KR のニーズ及び実施体制を確

認するとともに、２KR に対する関係者の評価を聴取した。また、調査結果を分析し、要請

資機材計画の妥当性の検討を行った。 
 

（２）調査団構成 

担 当 氏 名 所 属 

総括 大木 智之 JICA 農村開発部畑作地帯第一課長 

計画管理 則包 佳啓 JICA ドミニカ共和国事務所企画調査員 

調達管理計画 金村 浩子 JICS 業務第二部機材第一課 

貧困農民支援・資機材計画 工藤 泰暢 （株）タスクアソシエーツ 

通訳（日本語／仏語） 西山 明美 日本国際協力センター（JICE） 
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（３）調査日程 
総括 計画管理 調達管理計画 貧困農民支援・資機材計画/通訳 

日付 
大木 則包 金村 工藤/西山 

9/30 木 － － － 15:10 Narita（DL172）→ 

10/1 金 － － － 
11:00 Santo Domingo（DL493） 
15:00 JICA ドミニカ事務所打合せ／安全対策

打合せ 

10/2 土 － － － 資料整理 

10/3 日 － － － 
8:10 Santo Domingo（AA4804）→ 
8:10 Port au Prince 到着 
11:00 結城専門家打合せ 

10/4 月 － － － 

8:30 結城専門家、現地コンサルタント日程

確認・打合せ 
9:00 在ドミニカ日本大使館表敬 
11:00 農業・天然資源・地方開発省（MARNDR）

局長表敬 
11:30 ２KR 調整官との協議 

10/5 火 － － － 

9:00 貨幣化局表敬訪問 
11:00 計画・対外協力省（MPEC）局長表敬訪問

13:00 MARNDR 倉庫見学 
15:00 統計局訪問 

10/6 水  － － 
8:30 米州開発銀行（IDB）訪問 
10:00 国連食糧農業機関（FAO）訪問 
12:00 国際農業開発基金（IFAD）訪問 

10/7 木 － － － 10:00 西県南部農業事務所（DDA）訪問 
14:00 圃場視察 

10/8 金 － － － 9:00 フランス大使館訪問 
11:00 MARNDR 協議 

10/9 土 － － － 9:00 ペチョンビル、ケンズコフ農家視察 

10/10 日 － － － 資料整理 

10/11 月 － － － AM 南東県 DDA 訪問 
PM 生産者へのヒアリング 

10/12 火 18:10 Narita（AA168）→ － Narita（AA168）→ 
AM アルティボニート渓谷開発公社（ODVA）

倉庫、バナナ畑視察 
PM ODVA 訪問 

10/13 水 
12:40 Port au Prince（AA837） 
19:00 団内打合せ 

AM アルティボニート県局長へのヒアリン

グ、ダムサイト視察 
PM 肥料業者組合へのヒアリング 
19:00 団内打合せ 

10/14 木 MARNDR、各 DDA 所長（北西県、南県、北県、中央県）へのヒアリング 
２KR 調整官との協議 

10/15 金 AM 米州農業協力研究所（IICA）訪問

PM カナダ国際開発庁（CIDA）訪問

AM 開発援助計画貨幣

化事務所（BMPAD）
PM MARNDR 

9:30 大手農業資材業者聞き取り 

10/16 土 団内会議 

10/17 日 ケンズコフ地区視察 資料整理 

10/18 月 10:00 M/D 協議 BMPAD、MARNDR、JICA 

10/19 火 10:00 団内会議 
PM 資料準備、整理 

10:00 団内会議 
14:00 MARNDR 

10:00 団内会議 
15:30 MARNDR 

10/20 水 11:00 M/D 署名式 
14:00 在ハイチ日本大使館報告 

11:00 M/D 署名式 
13:00 ハイチ大学農学部土壌分析ラボ見学 

10/21 木 
8:45 Port au Prince（AA4807） 
10:45 Santo Domingo 
JICA ドミニカ事務所報告 

14:00 Port au Prince
（AA896） 13:15 Port au Prince（DL692） 

10/22 金 在ドミニカ日本大使館報告 
16:55 Santo Domingo 発（AA1582） 

  

10/23 土  － 14:30 Narita（AA167） 17:00 Narita（DL173） 

10/24 日 14:30 Narita（AA167） － － － 
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（４）主要面談者 
  ＜ハイチ側＞ 

１）農業・天然資源・地方開発省（Ministère de l’Agriculture, des Ressources Naturelles et du 
Développement Rural/Ministry of Agriculture, Natural Resource and Rural Development：
MARNDR） 
Mr. Lyonel Valbrun, Director General 
Mr. Jacques Alix, 2KR Coordinator 
Mr. Francois Jeseph Delinois, Director of External Cooperation 

２）開発援助計画貨幣化事務所（Bureau de Monetisation des Programmes d’aide au 
Developpement：BMPAD） 
Mr. Michael Lecorps, Director General 
Mr. Jean Alix Nicolas, Director General Audit 
Mr. Jean Ralph Caze, Director Commercial 
Ms. Guerline Pierre, Chief Finance Analyst 

３）計画・対外協力省（Ministry of Planning and External Cooperation：MPEC） 
Mr. Smith Gerbier, Director of External Cooperation 
Mr. Hugues Carre, Assistant Director of External Cooperation 
結城亜津子 JICA 専門家（援助調整） 

４）県農業事務所（Direction Départementale de l’Agriculture：DDA） 

所長（西県、南東県、中央県、北県、南県） 
Mr. Daniel Henry Dunel（西県） 
Mr. Ludovic Jean Baptiste（南東県） 
Mr. Bredy Charlot（中央県） 
Mr. Eberle Eden Nicolas（北県） 
Mr. Debalio Jean Jacques（南県） 

５）アルティボニート渓谷開発公社（Organisme de Développement de la Vallée de l’Artibonite：
ODVA） 
Mr. Serge Milius, Director General 

６）農業資材流通業者 
Reibold Export Import Mr. Jorge R. Reinbold, 
ComAg S.A.    Ms. Rose-Lu Desir, Vice president 
Darbouco S.A.    Mr. Jehan-Henri Dartigue, President 

 
＜国際機関／他ドナー＞ 
１）米州開発銀行（Inter-American Development Bank：IDB） 

Mr. Gilles Damais, Senior Specialist of Natural Resource and Environment 
２）国連食糧農業機関（Food and Agriculture Organization of the United Nations：FAO） 

Mr.Ari Toubo Ibrahim, Representative 
Mr. Volny Paultre, Assistant Representative 
Mr.Etienne Peterschmitt, Senior Emergency and Rehabilitation Coordinator 
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３）国際農業開発基金（Internaitonal Fund for Agricultural Development：IFAD） 
Ms. Yolette Tienne, in charge of monitoring and evaluation, and gender 

４）米州農業協力研究所（Inter-American Institute for Cooperation on Agriculture：IICA） 
Ms. Rachelle Pierre Louis, Project Specialist 

５）カナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency：CIDA） 
Mr. Joseph Marc Josue, Project Officer in Agriculture Sector 

 
＜日本側＞ 
１）在ハイチ日本国日本大使館 

南  健太郎 臨時代理大使 
太田 友啓  三等書記官 

２）JICA ドミニカ事務所 
五味 誠一郎 所 員 
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第２章 当該国における農業セクターの概況 
 
２－１ 農業セクターの現状と課題 

（１）ハイチ経済における農業セクターの位置づけ 
ハイチの面積は、２万 7,750km2 で推定人口は 980 万人（2008）であり、そのうち約 60％

が農村部に居住している。全国は 10 の県に分かれているが、人口の 40％が西県に集中して

おり、なかでも首都の Portau Prince（ポルトープランス）には総人口の約 25％が集中してい

る。一人当たり GDP は 648USD 2とカリブ諸国の中でも最貧国である。 
過去５年間のハイチの実質 GDP の推移を表２－１、２－２に示す。実質 GDP（1986/87 価

格）ベースで 2009 年までの５年間、ハイチは年率 1.8～3.3％のプラス成長を維持している。

2010 年の GDP は 1 月の震災により 8.5％減少すると予測されているが、2011 年は海外からの

援助、資金送金、建設分野の需要拡大などにより再び成長すると見られている3。この５年間、

農林水産セクターの GDP は 31 億～33 億 HTG の間で推移しているが、全体に対する割合は

減少傾向にあり、2004/05 年度に 25.5％であったのが年々減少し、2008/09 年度積算値では

23.5％まで低下している。 

 表２－１ 過去５年間の実質 GDP 額の推移  

 2004/05 2005/06 2006/07* 2007/08** 2008/09***

農林水産業 3,256 3,302 3,378 3,125 3,288

鉱業 14 15 15 16 17

工業 994 1,017 1,030 1,029 1,067

電気・水道 75 58 57 52 68

建設・公共事業 977 1,005 1,031 1,085 1,119

飲食、ホテル 3,350 3,451 3,661 3,868 3,911

運輸・通信 806 842 910 967 991

その他の商業サービス 1,542 1,573 1,602 1,653 1,654

サービス業 1,358 1,379 1,443 1,514 1,518

不突合 -523 -532 -619 -716 -689

付加価値総額 11,849 12,110 12,508 12,593 12,944

税金、補助金 934 961 1,000 1,029 1,071

国内総生産 12,783 13,071 13,508 13,622 14,015

成長率 1.8% 2.2% 3.3% 0.8% 2.9%
基準年：1986/87 *：仮確定値、**：予測値、***：積算値 
出典：Les Comptes Economiques en 2009, Institut Haitien de Statistique et d’Informatique 

 

                                                        
2 名目 GDP、世銀 
3 FAO/WFP Crop and Food Security Assessment Mission to Haiti, September 2010 

（単位：百万 HTG）
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 表２－２ 過去５年間の実質 GDP 割合の推移  

 2004/05 2005/06 2006/07* 2007/08** 2008/09***

農林水産業 25.5 25.3 25.0 22.9 23.5

鉱業 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

工業 7.8 7.8 7.6 7.6 7.6

電気・水道 0.6 0.4 0.4 0.4 0.5

建設・公共事業 7.6 7.7 7.6 8.0 8.0

飲食、ホテル 26.2 26.4 27.1 28.4 27.9

運輸・通信 6.3 6.4 6.7 7.1 7.1

その他の商業サービス 12.1 12.0 11.9 12.1 11.8

サービス業 10.6 10.6 10.7 11.1 10.8

不突合 -4.1 -4.1 -4.6 -5.3 -4.9

付加価値総額 92.7 92.6 92.6 92.4 92.4

税金、補助金 7.3 7.4 7.4 7.6 7.6

国内総生産 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

成長率 1.8 2.2 3.3 0.8 2.9
基準年：1986/87 *：仮確定値、**：予測値、***：積算値 
出典：Les Comptes Economiques en 2009, Institut Haitien de Statistique et d’Informatique 

 
作物の栽培期間は、気候や栽培地域により３つに分けられる。６～８月に収穫が行われる

春作、９～10 月に収穫が行われる夏作、１～３月に収穫の秋作がある。春作はトウモロコシ、

ソルガム、マメ科植物、塊茎類、調理用バナナの栽培が全国生産の 50％を占める。コメにつ

いては、夏作が特にアルティボニートの低地で 50％以上を占める。 
穀類の単収は概して低く、また穀物の乾燥と貯蔵に必要なインフラ不足による収穫後の損

失も多いとされ、これらの損失は作物によっては収穫量の 15～35％にまで達するといわれて

いる。生産技術は低く、質の高い種子、肥料、農薬、家畜の餌や畜産用医療関連製品、農機

具や農業機械などの農業投入材へのアクセスが限られている。肥料は、コメ、トウモロコシ、

バナナ、豆等の食糧作物生産への使用が主である。 
農村地域の道路状態はメンテナンス不足や頻繁な豪雨のため非常に悪く、高い生産の可能

性がある地帯にアクセスできない状況である。 
また、貯蔵及び加工のための施設が不足している。 
灌漑面積は８万 ha にすぎず、その 40％以上がアルティボニート地域に集中、残りは南県

Cayes 平地、南東県 Jacmel 地域、中央高地に存在する。灌漑施設はメンテナンス不足や定期

的に起こるサイクロンのため破損が深刻である。 
 
（２）自然環境条件 

ハイチの気候は、基本的に亜熱帯性海洋気候で、首都ポルトープランス及び海岸沿いの地

（単位：％）
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域の年平均気温は 30℃で、日中の気温が高く、夜間は比較的凌ぎやすい。降雨量は地域によっ

て多少異なるが、年間平均 1,500mm 前後である。ただし、内陸部の気候は、台地部や山岳地

帯を除いて、降雨量が少なく、乾燥あるいは半乾燥の気候となる。特に北県の北東部、アル

ティボニート県の北部、西県の東部、南県の南西部には、年間降雨量が 400～700mm しかな

い乾燥地域がある。また、広範囲を占める中央台地（標高 500～800m）は、年平均降雨量が

700～800mm の半乾燥地帯であり、主として、トウモロコシ、イモ類、マメ類が栽培されて

いる。一方、標高 1,000m 以上の高地及び山岳地帯は、日中でも 20℃前後の気温であり、年

平均 1,400mm の雨量があり、温帯野菜などの作物の栽培に適した気象条件である。ただし、

山岳地帯では、豪雨による山岳斜面の土壌浸食がしばしば発生し、農作物に被害を与えるほ

か、地力の低下をもたらしている。特に、７～10 月にハリケーンが通過する場合に大きな被

害をもたらすことがある4。 
 

（３）土地利用状況 
ハイチの土地利用状況を表２－３に示す。陸地のうち耕地と永年作物栽培面積が全体の面

積の 47％を占め、17％は放牧地、残りは森林とその他利用地である。ハイチの森林地域は農

地の需要と煮炊きのための薪の使用、販売用木炭生産によりこの 30 年間に著しく減少した。

現在、国土の４％以下が森林として分類されている。気候は熱帯性、山の起伏により多様な

生態系を有しており、北西は乾燥、半乾燥地域、南と中央は非常に湿度が高い山間地帯であ

る。 

 表２－３ 土地利用状況 

土地利用区分 面積（千ha） 比率（％） 

総面積 2,775 100.0 

陸地 2,756 99.3 

耕地 1,790 64.5 

耕地及び永年作物 1,300 46.8 

耕地 1,000 36.0 
 

永年作物 300 10.8 
 

牧草地 490 17.7 

森林 103 3.7 

その他 863 31.1 

 

内水面 19 0.7 
           出典：FAOSTAT 5 

 

MARNDR/FAO の農業総合調査の事前データによると、2010 年２月時点で、1.5ha 以下の耕

作地は 100 万プロットある。耕作地のうち平地は 55 万 ha であるが、食糧需要を満たすため

                                                        
4 ハイチ共和国平成 15 年度食糧増産援助（２KR）調査報告書、平成 16 年１月、JICA 
5 FAO が提供する食糧及び農林水産物に関する世界的な統計データベースのこと。 
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農業生産には適さない山間部の傾斜地にも 42 万 ha の耕地がある。共有地の耕地化拡大、非

合法な土地取引、小作料としての小区画の土地譲渡、不在地主による広大な土地の所有など

による全国に存在する土地の不安定要因となっている。 
 

（４）食糧事情 
国内で供給される食糧は、国内生産、民間輸入、食糧援助の３つの流通形態がある。1981

年には 19％に満たなかった輸入の占める割合が、2003～2005 年には、食糧供給量の 51％を

占めるまでになった。それに続いて国内生産が 43％、食糧援助が６％を占めている6。表２

－４に 2010/11 年度の主要食糧の受給予測を示す。主要食糧のうち今回対象作物となってい

るコメ、トウモロコシ、バナナ、マメ類の４つが輸入の必要があり、かつコメ、トウモロコ

シ、マメ類については、不足が予測されている。特にコメは自給率 30％となることが予測さ

れている。 

 表２－４ 2010/11 年食糧生産予測  

 コメ トウモロコシ ソルガム 塊根類 マメ類 バナナ

国内調達 133 258 133 1,233 148 313 

 貯蔵量の変動 0 0 0 0 0 0 

 生産 133 258 133 1,233 148 313 

合計使用 463 297 133 1,233 162 325 

 食糧消費 431 205 51 781 123 246 

 種子 5 8 2 1 9 0 

 飼料 0 20 37 57 0 0 

 損失及び他使用 27 65 23 395 30 78 

 輸出及び再輸出 15 10 0 0 15 10 

輸入ニーズ予測量 345 49 0 0 29 22 

 商業輸入 300 10 0 0 15 22 

 不足量 45 39 0 0 14 0 
  出典：FAO/WFP CROP AND FOOD SECURITY ASSESSMENT MISSION TO HAITI, September 2010 

 

ハイチは慢性的な食糧問題に長い間直面してきたが、特に15年前からは危機的な局面に達

しているといわれている。食糧安定指数7は 1988～1990 年の 67.5％に比べ、1991～1993 年は

26.5％と低下しており、この急激な低下は中間局面から非常に危機的な局面に移行したこと

を示している。３つの基礎調査から積算した主な定量的情報によると、①２人に１人のハイ

                                                        
6 農業投資計画 2010-2015 
7 cf. THOMSON Anne & Mety MANFRED, "Implications of Economic Policy for Food Security", FAO, 1997. C'est un 

indice global de sécurité alimentaire des ménages, variant de 1 à 100, élaboré par la FAO englobant les composantes 
Disponibilité, Stabilité et Accès. Un indice supérieur à 85 traduit un niveau de sécurité alimentaire élevée, tandis 
qu’inférieur à 65 la situation est critique. 

（単位：千 t）
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チ人は最貧困（１日１USD 以下）で生活し、②国民の半数が FAO の最低栄養必要量（年間

一人当たり 225kg に相当する穀物）を確保することができない、③80％の世帯が食糧ニーズ

を十分に満たすことができない、とされている 3。 
次に今回の対象作物の栽培状況をみていく。表２－５にコメの栽培状況の推移を示す。コ

メの栽培面積はここ 10 年間５万～６万 ha で推移し、生産量は 10 万～13 万 t／年の範囲であ

る。また国内生産は需要を全く満たしておらず、20 万～40 万 t を毎年輸入している。単位収

量は平均値で 2.1t/ha と、カリブ諸国の平均値 3.5t/ha 8や同じカリブ海地域のキューバの

3.1t/ha 8、隣国ドミニカ共和国の 4.7t/ha 8 と比較して１t 以上低い単位収量にとどまっている。

今後人口の増加とともに需要の増加も予想されるが、耕作面積の拡大は限界にきており、単

位収量の増加を目指す必要がある。 

 表２－５ コメの作付面積・収穫面積・生産高（1999～2008 年） 

 単位 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

収穫面積 千 ha 60.0 52.0 51.2 53.5 54.3 51.2 51.2 53.0 57.8 53.0 

生産量 千 t 125.0 130.0 103.0 107.0 108.5 105.0 105.0 110.0 130.0 110.0 

単位収量 t/ha 2.0 2.5 2.0 2.0 2.0 2.1 2.1 2.1 2.2 2.1 

輸入量 千 t 246.0 252.6 196.0 289.0 351.0 275.0 343.0 407.0 309.0 -

輸出量 千 t 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -
   出典：FAOSTAT 

 

表２－６にトウモロコシの栽培状況の推移を示す。栽培面積はここ 10 年で 10％減少して

いる。単位収量は平均値で 0.8t/ha と、カリブ諸国の平均値 1.3t/ha やキューバの 2.4t/ha、隣

国ドミニカ共和国の 1.4t/ha と比較して低い単位収量にとどまっている。やはり、不足分は輸

入に依存しているが、年間１万 t 前後とコメに比べると少ない。 

 表２－６ トウモロコシの作付面積・収穫面積・生産高（1999～2008 年） 

 単位 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

収穫面積 千ha 300.0 270.0 260.0 240.0 240.0 260.0 257.0 263.0 346.0 269.0 

生産量 千t 250.0 203.0 180.0 179.0 182.0 198.0 201.0 205.0 270.0 210.0 

単位収量 t/ha 0.8 0.8 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 

輸入量 千t 9.0 9.0 5.0 9.0 8.0 10.0 8.0 16.0 12.0 -

輸出量 千t 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -
   出典：FAOSTAT 

 

表２－７にバナナの栽培状況の推移を示す。対象作物となっているこのバナナは、一般に

生で食する果物のバナナではなく、焼く、揚げるなど調理して食する調理用のバナナである。

                                                        
8 FAOSTAT 
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栽培面積は４万～５万 ha で推移しており、単位収量は平均値で 6.6t/ha と、カリブ諸国の平

均値 8.1t/ha やキューバの 7.4t/ha、隣国ドミニカ共和国の 9.6t/ha と比較して他の作物同様低

い単位収量にとどまっている。バナナの輸入はない。 

 表２－７ バナナの作付面積・収穫面積・生産高（1999～2008 年） 

 単位 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

収穫面積 千ha 45.0 50.0 44.0 45.0 46.0 45.0 45.6 42.6 45.0 45.0 

生産量 千t 290.0 323.0 290.0 308.0 310.0 300.0 300.0 280.0 295.0 295.0 

単位収量 t/ha 6.4 6.5 6.6 6.8 6.7 6.7 6.6 6.6 6.6 6.6 

輸入量 千t - - - - - - - - - -

輸出量 千t - - - - - - - - - -
   出典：FAOSTAT 

 

表２－８にインゲンマメの栽培状況の推移を示す。2003 年から栽培面積が徐々に大きく

なってきたが 2007 年に大きく増加した結果、ここ 10 年で５万 1,000ha から 10 万 ha と約２

倍に増加している。単位収量は変化がないため、生産量もほぼ２倍の６万 5,000～７万 t と増

えているものの、輸入量は２万～２万 6,000t の間で推移し大きな変化はない。 

 表２－８ インゲンマメの作付面積・収穫面積・生産高（1999～2008 年） 

 単位 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008

収穫面積 千ha 51.0 51.0 50.7 50.0 53.8 52.3 61.5 61.5 108.0 100.0 

生産量 千t 35.5 33.2 32.9 32.5 35.0 34.0 40.0 40.0 70.0 65.0 

単位収量 t/ha 0.7 0.7 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7 0.6 0.7 

輸入量 千t 26.5 19.6 21.0 16.0 23.0 24.0 21.0 20.0 21.0 -

輸出量 千t - - - - - - - - - -
   出典：FAOSTAT 

 

（５）農業セクターの課題 
１）土地利用 

農業セクターの課題の一つは、その生産資源である土地の管理である。急速な人口増加

に伴う食糧需要のための農地拡大と、燃料と建築需要のための森林伐採による森林の減少

が著しい。現在の森林面積はわずか 3.7％であり、他の資料 3ではすでに１％台となってい

る。これにより、土壌流亡が激しくなり、下流域のダムや灌漑施設での土砂堆積等の影響

が見られる。また、不安定な土地所有権の問題により、長期的な土地利用を行う農家が少

なく、収奪的な農業が行われているところも多い。 
２）労働力 

農作業のための労働者不足も大きな問題となっている。一般に、繰り返し襲う自然災害
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のため農業はリスクが高いと考えられている。25～30 歳の若者は農業には関心を示さず、

近隣の都市部に出たあとポルトープランスに移り住む若者が多く、このうち都市部で就業

できない若者がスラム拡大の要因にもなっている。また、ドミニカ共和国に一時的に滞在

し、その後米国に移住する者もいる。このため農村部では、生産者は耕起、播種、収穫作

業ための農業労働者を見つけるのに苦労しており、地震後、被災地や周辺の耕作地では、

農業労働者を含む被災者が他地域へ避難していることもあり、農業労働者不足をさらに悪

化させ、春作では耕作面積が減少した地域もあった。 
３）農業インフラ 

農村地域の道路は、維持管理不足や激しい雨により状態は非常に悪く、農業投入材や市

場へのアクセスを悪くしている。さらに生産物の貯蔵や加工に必要な施設も不足している

ため、生産者は収穫後直ちに生産物を販売しなければならない。 
４）農業投入材 

ハイチでは、高品質種子、肥料、農薬、家畜飼料、農機具、農業機械などの農業投入材

へのアクセスが非常に限られているため、農業生産性の向上が困難な状況にある。また、

生産技術も低く農業投入材へのアクセスの困難さと相まって農業生産性が上がらない大

きな原因になっている。 
栽培期間の初期は種子が十分市場にないため、農家は価格の高い種子を購入しなければ

ならないが、これらの種子の品質は悪く、収量低下の原因となっている。さらに自家採種

で繰り返し使用するため遺伝子が劣化し、低収量の原因ともなっている。 
ハイチでの農薬使用量はカリブ海地域近隣諸国と比し、非常に低いレベルであり、かつ

技術研修を十分に受けていない農家が不適切に農薬を使い、環境にまた生産物の安全性に

も悪影響を与えている 3。 
小規模農民が一般的に使用する基本的な農機具は鋤（スキ）、鍬（クワ）、ツルハシ、

シャベルである。耕起作業は農機具を使った手作業または畜力で行われている。灌漑設備

のある広大な農地を除いてほとんど機械化されていない。これは前述した労働力の問題と

も関連する。 
2007 年以前は、肥料の供給は政府、民間の両者が行っていた。政府が供給する肥料は主

にドナーからの支援が中心で、不足分を民間が補う状況が続いていたが、現在は全量を政

府が管理している。公的機関による輸入肥料の品質検査は行われていない。また、ドナー

への聞き取りで、流通段階の末端で増量剤により希釈された肥料が販売されている可能性

があるとも聞かれた。 
MARNDR は、農業生産向上のための農家への技術支援を効率的に行うには様々な前提

条件があるが、なかでも農業投入材の安定的な供給は重要としている。質の良い十分な量

の投入材を、適切な時期に、手頃な価格で供給することは、生産者が農業技術を適用し、

生産性と収入を増加させるための重要な条件になるとして、低収入の小規模農家がアクセ

スできるよう補助金制度を整備したり、流通に直接関与している。 
農業投資計画によると、農業投入材供給に関する問題点、課題は以下のとおりである。 

・品質の良い種子の供給不足 
・遺伝子品質の劣化した種子の一般的な利用 
・補助金プログラム活用肥料の在庫不足時の肥料価格高騰 
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・収入が少ない農民の資本不足 
・肥料供給方法の多様性がない 
・非効率な肥料使用 
・農薬と家畜の病気対策用品が高く、入手が困難 
・旧式の農機具使用 
・国内市場での農機用部品の流通不足と価格の高騰 
・農業機材オペレーターの操作技術のレベルが低く、適切な作業ができない 

農業生産の回復と強化のための主な戦略の一つは、すべての農業生産者が短期、長期的

に良質の農業投入材とサービスへのアクセスを可能にすること、つまり物理的、価格的な

面から農業活動に必要な投入材（種子、肥料、農薬）、農機具や機材を農民が入手できる

ようにすることである。これには年間を通じ使用可能な農道網のほかに、民間、組合が管

理する流通網が必要で、その流通網は公正な競争ルールに従い卸売業者や輸入業者により

構築される。農業セクターの振興計画は緊急対応活動、種子、肥料、農薬、農機具や機材

などの農業投入材の販売・製造関連産業の再建と強化に係る活動が含まれる。これらの農

業投入材の販売に国は介入せず、民間の取引を支援することが検討されている 6。 
 

＜農業資機材販売業者への聞き取り＞ 
肥料取扱い業者を訪問し、ハイチにおける肥料及び農業機械の民間取引について聞き取

りを行った。民間業者も現在のハイチの現状を考慮した場合、政府による小売価格の統制

は受け入れるほかないとの意見が大勢を占めた。ただし、補助金付き肥料に関し、業者か

らは将来的な経営計画をするうえで、具体的な補助金の削減計画を示してほしいという意

見も聞かれた。 
①REINBOLD Export Import（商社、肥料会社代理店） 

ドミニカ共和国の FERSAN という肥料メーカーの代理店をしており、2008 年、2009

年のノン・プロジェクト無償資金協力（以下、「ノンプロ無償」と記す）の入札で落札

できた。また、MARNDR の独自調達でも落札した経験がある。 
肥料の流通状況に関して、2003 年当時と状況は変わっている。2008 年末に MARNDR

の農業生産向上に係る戦略が明確に打ち出され、生産向上のために肥料を低価格で市場

に供給し、農業生産の増大を図ることになった。この戦略実行にあたっては、MARNDR
が流通業者を集めて説明会を行い、配布方法の説明や、卸価格や小売価格の設定につい

てヒアリングがあった。その結果、現在のマージン（150HTG／袋）が決められたが、

この額については適正だと思う。 
補助金のおかげで、この３年間で肥料の消費量が大幅に増えている。実際に農業生産

も上がってきていると思う。 
流通に関し大きく変わったことは、以前は MARNDR の供給する補助金付き肥料の在

庫がなくなると、民間業者が肥料を供給し、肥料価格が高騰することがあった。今は１

年を通して MARNDR が補助金付き肥料を市場に供給しているので、そのような事態に

は至っていない。低価格の肥料供給は政府の戦略であり、今のハイチの状況をみる限り

やむを得ないと思っている。 
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②ComAg S.A.（農業資機材輸入・卸売・小売業者） 
肥料のほか、種子や農薬を販売している。2003 年当時、MARNDR が配布する補助金

付き肥料の流通に参加することができず、低価格肥料との競争で民間業者は被害を受け

た。今は国内で消費されるすべての肥料は MARNDR 経由で市場に供給されており、以

前とは変わり民間業者も流通に参加している。ただ、卸価格も小売価格も固定されてい

るので、マージンは自由に設定できない。地方にある支店だと輸送費がかさみマージン

が少なくなる。現在の政府の政策については、我々は儲からないが農家が買えるように

なったのは良いことである。肥料の商売がダメなら他の商売を探すしかない。 
2007 年には肥料価格が 1,000HTG／袋（45kg）だったのが、今は 400～500HTG で農家

が買えるようになったのは良いことだし、農業生産も上がるのは良いことだ。これは国

の政策でもある。今は、市場に十分な肥料が供給されているので、2003 年当時のような

賄賂で肥料を優先的に配布してもらったりすることはなくなっている。 
現在、MARNDR からの委託で肥料倉庫の管理をしている。今使用している倉庫は修

繕が必要なうえに、リース料が値上がりして４倍になるので、他の倉庫に移る予定であ

る。それでもリース料は今の２倍程度に上がる。将来的に管理費が上がることになるだ

ろう。 
課題としては、肥料や農薬はその使用方法について、生産者への更なる技術支援は必

要である。 
③Darbouco S.A.（農業資機材輸入卸販売業者） 

現在のハイチの状況を見ると、MARNDR の食糧増産政策、それに必要な肥料の低価

格供給は仕方がないことである。ここ 20 年の間、肥料価格は上昇し、農家が肥料を買い

にくくなっていたのは確かである。補助金システムの問題点として過去に以下のような

ことがあった。 
・補助金付き肥料の在庫がなくなる期間は民間の肥料が一般価格で流通するが、それを

目当てに補助金付き肥料を買い占めておき、高く売るという行為が過去にはあった。 
・MARNDR が生産者団体への販売を優先し、民間流通業者が補助金付き肥料の流通に

ほとんど参加できなかった。 
・選挙が近づくと与党候補者が肥料を購入し票集めのためにばらまき、業者に肥料が

回ってこないことがあった。 
現在はこれらの問題はなくなっている。我が社は、現在、顧客から依頼があるときだ

け取り扱うが、積極的には肥料の販売はしていない。2004 年以前は購入量に応じて安く

MARNDR から仕入れることができたが、現在は量にかかわらず単価は同じなのでマー

ジンが十分確保できない。特に地方は輸送費がかさむのでマージンが少なくなる。 
2008 年度の肥料（小売価格指定 500HTG）が流通在庫で残っているが、2009 年度（小

売価格指定 400HTG）が流通し始めてしまい、価格が高くて売れなくなってしまった9。 
要望として、MARNDR が今後５～10 年間に肥料の補助率をどのようにしていくのか

                                                        
9 MARNDR は小売価格を安く設定した 2009 年度の肥料を国内に流通させる前に、DDA を通じて流通業者に対

し在庫分について差額を補助すること、さらにそのための各自の在庫状況確認申請を行う必要があることを通

達していたが、期限内に申請しなかった流通業者が一部いる。MARNDR としては、期限内に申請しなかった

ものについては対応しない意向である（現地調査時）。 
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を明らかにしてほしい。それがなければ民間業者もビジネス戦略が立てられない。また、

政権が変わっても政策や実施方法を維持するという一貫性も必要である。また、購入量

に応じた卸売価格（たくさん買うと安くなる）を復活してほしい。 
 
２－２ 貧困農民、小規模農民の現状と課題 

（１）貧困の状況 
＜貧困ラインの定義＞ 

ハイチは、１日１USD 以下で生活する最貧困ラインと同２USD（購買力平価ベース）以下

で生活する相対的貧困ラインの２つの貧困ラインを設定している3。表２－９に２つの指標を

示す。 

 
 表２－９ 最貧困及び最貧状況（2001 年） 

割合 人口 

最貧困率 
（１日１USD 以下で生活） 

貧困率 
（１日２USD 以下で生活）

最貧困人口 貧困人口 

56% 76% 4,450,000 6,200,000 
 出典：GPRSP: Growth and Poverty Reduction Strategy Paper（2008-2010), Nov. 2007 

 
「GPRSP 成長と貧困削減戦略計画（2008-2010）」によると、貧困を評価するために必要な

資料は、1986～ 1987 年と 1999～2000 年に実施された世帯消費家計調査（ Enquête 
Consommation et. Budget des Mènages：ECBMs）調査と、2001 年に実施されたハイチ生活実態

調査（Enquête sur les Conditions de Vie en Haïti：ECVH）の３つの調査であるとしている。2009

年に発表された第１回 GPRSP 実施年次報告（2007-2008）によると、1987 年には国民の 60％

以上が１日１USD 以下で生活する最貧困であった。2000 年に 48％と改善したものの、2001

年には７％増加し、再び 56％（810 万人の総人口のうち 445 万人）に上昇した。１日２USD
（購買力平価ベース）以下で生活する貧困率は大幅に増加しており、1987 年に 59.6％だった

ものが、2001 年には 76％まで悪化している。調査時点で、貧困率に関するデータは 2001 年

以降、更新されていない。 
 
（２）農民分類 

ハイチには約 62 万戸の農家が存在し、その約８割が小規模農家で、平均的な耕作面積は、

平地農家の場合 1.0ha、山間地農家の場合 1.5ha とされている。農家の耕作面積別割合を表２

－10 に示す。ハイチでは、1990 年代半ば、米国、カナダ、ドミニカ共和国で暮らすハイチ人

からの資金送金が、年間平均 GDP の 20％を占めるまでになっている。よって、耕作面積が

小さくても海外からの送金を受けている場合は、送金による収入が農業収入を大きく上回る

こともある。また土地所有権の有無により小作料の支払いが発生するため、耕作面積が大き

いからといって収入が多くなるわけではない。よって、小規模農家＝貧困農家という図式が

成り立たない。耕作面積から貧困農家を厳密に特定するのは非常に困難である。対象農家の

選定時に 1.5ha 以下としているドナーもあるが、あくまで参考値としているようである。 
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 表２－10 農家の耕地面積比率 

耕作面積 農家戸数比率（%）

1ha 未満 15 

1ha 以上 2ha 未満 60 

2ha 以上 5ha 未満 15 

5ha 以上 10ha 未満 8 

10ha 以上 2 
                出典： PLAN QUINQUENNAL 2001-2006（DRAFT）, 

Sep., 2001, MARNDR 

 

（３）貧困農民、小規模農民の課題 
農民は程度の差こそあれ同じ問題を抱えており、彼らの抱える課題は大きく以下の３つに

集約される。これら３つの課題は密接に関連し合って農家の経営基盤を脆弱にしている。 
１）高収量を確保するための農機具、投入材へのアクセス 
２）農業投資のための資金の確保 
３）極端な価格変動、限定された生産物の販路、技術に関する研究、普及、研修等の直接的

間接的な支援 
政府は、農業や関連産業への支援活動には上流（投入材供給、貸付、技術アドバイスなど

のサービス）と下流（生産物の貯蔵、加工、販売）で多くの不足が生じているとしており、

関連産業の促進・発展、生産性や競争力の向上には灌漑施設や加工・貯蔵施設、道路網等の

インフラのほかに上の３つが解決できるような制度や支援の整備も必要としている。 
 

２－３ 上位計画（農業開発計画／PRSP） 

（１）国家開発計画 
ハイチは、国家開発計画にあたる「成長と貧困削減戦略ペーパー2008-2010」（Document de 

Stratégie Nationale de Croissance pour la Réduction de la Pauvreté：DSNCRP, Growth Poverty 
Reduction Strategy Paper：GPRSP）において、農業・農村開発セクターを成長ベクトルセク

ターの第一番目の柱としている。同セクターの優先課題は、①土地管理改善と集水域保全、

②農業生産活性化、③既存灌漑システムの改修と改善、となっている。 
 

（２）農業開発計画 
2010 年１月の震災後、ハイチ政府は新たに 2010～2015 年の中期開発計画にあたる農業投

資計画を策定し、主要なドナーからの意見を聴取し、同年５月に最終版を発行した。この農

業投資計画の中でも、農業・農村開発分野を国の成長と貧困削減の一番重要な柱とし、以下

の長期的政策を掲げている。 
・効率的な家族経営と、民間セクター参入による農業経営促進に基づく近代的農業 
・食糧安全保障を達成するための国内外市場における競争力のある農業 
・十分な収入を就労者に保証できる農業 
・環境に配慮した農業 
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・農産加工事業で利益を生み出せる農業 
 

また、農業投資計画における農業・農村開発セクターの復興活動は以下の３つの主要な分

野で構成される。 
１）農村インフラ開発 

・流域と森林整備 
・灌漑と他の農村インフラ 

２）関連産業の育成と発展 
・畜産、水産、養殖 
・野菜生産、農業投入材へのアクセス、都市と都市周辺農業、関連産業育成と販売システ

ム強化 
・農村貸付制度の強化 
・国内生産とその生産物の人道的支援への利用 

３）農業サービスと制度的支援 
・研究、普及、研修の体制強化 
・動物保護と植物病虫害防除 
・土地関連制度の改善 

 
上記主要分野２）中の「農業投入材へのアクセス強化」について、農業投資計画における

肥料の位置づけは以下のとおりである。 
・2010 年１月の地震のため農村地域の食糧需要の急激な増加を受け、農業生産を急速に増や

す必要があり、2008 年に再開した肥料の価格補助政策を短期的に継続する。 

・この価格補助政策により生産性に関し目覚しい向上があったが、政府、ドナー、農民によ

る投資効果を最適化するため、肥料の正しい使用方法を普及させなければならない。 
・国は補助金縮小戦略を実施し、民間セクターを肥料市場に完全に組み入れる。これは、農

家の技術レベルの向上による効率的な肥料使用を確保しつつ、補助金を徐々に削減しなが

ら公共セクターが流通から手を引くことを意味する。このために MARNDR は、世銀、IDB
の支援を得て、2010 年からいくつかの地域で技術パッケージ推進に基づいた補助金脱却プ

ログラムを試行している。これは最貧農家を直接の対象とし、かつ投機目的売買を防ぎ、

民間市場に影響を与えないようにするのが目的である。このアプローチにより、現在補助

金制度によって不利な状況にある民間の流通セクターも、補助金制度を活用しながら成長

できるようにするものである。 
・肥料については、農民が買える肥料価格とその安定化、自然災害等への緊急対応のために

常に政府が在庫をもつ。 
・輸入及び流通肥料の品質管理、農民への技術支援を行うための国家肥料サービスを設置し、

肥料の最適使用を促進させ、併せて肥料生産工場の設立を促進する。 
 

表２－11 に農業投資計画における 2010～2015 年の投入材とサービス部門への公共投資額

を示す。政府は、緊急または短期的（2010～2011 年）な肥料の購入に 3600 万 USD、中期的

（2012～2015 年）な肥料の補助プログラムに 9400 万 USD、肥料の在庫用に 1000 万 USD、
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また肥料の専門部局設置に 240 万 USD を支出予定であり、肥料関連予算で 2015 年までに計

１億 3240 万 USD の支出を計画している。この投資計画に必要な予算はハイチ政府拠出分と

ドナー支援分で構成されており、２KR プログラムが実施されることになれば、実施時期を

考慮して、緊急／短期の「肥料６万 t の購入」活動の一部を担うことが想定される。 

 表２－11 投入材とサービス部門公共投資額 

活   動 金額（USD） 

緊急／短期 

種子の購入・配布 13,580,000 

肥料 6 万 t の購入 36,000,000 

病虫害への緊急支援 2,500,000 

農機具 10 万セットの購入・配布 4,000,000 

耕作地 12,000ha の準備 1,500,000 

小計 57,580,000 

リハビリ／中期 

国レベルの種子サービスの強化 2,400,000 

種子関連法の整備 250,000 

種子生産者への研修、生産者委員会の設立支援 7,500,000 

種子増殖と種子保存センター改修 2,800,000 

肥料補助プログラム 94,000,000 

肥料高騰時のための在庫 10,000,000 

国レベルでの肥料専門部局の設置 2,400,000 

認可農薬リスト作成と法整備 250,000 

植物防疫支援業務の強化 2,400,000 

窯業、鉄工業者の研修 1,500,000 

小計 123,500,000 

計 181,080,000 
       出典：農業投資計画（2010-2015） 
 

（３）本計画と上位計画の整合性 
上記（１）（２）で明確なとおり、ハイチでは貧困削減のため貧困層の多い農村部におけ

る農業生産向上を通じた貧困農民への支援を策定しており、これは貧困農民支援の仕組みと

整合性があり妥当である。 
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第３章 当該国における２KR の実績、効果及びヒアリング結果 
 
３－１ 実 績 

ハイチに対する我が国の２KR は、1985～2007 年の間、2005 年を除き継続して実施されたが、

それ以降は実施されていない。また、2004 年以降は FAO 経由での実施となっているが、今回 FAO
へ聞き取りを行ったところ、肥料供与には使用していないとのことであった。供与金額は 2003

年までは毎年平均約３億円、その後 FAO 経由では約 5000 万～１億円の間で推移している。これ

までの供与額累計は 61 億 4800 万円に上る。また、貧困農民支援（新２KR）となってからの供与

実績はない。 

 表３－１ 対ハイチ２KR の供与金額・調達品目 

年度 
E/N 供与金額

（単位：億円）
調達品目 

1985-2001 53.4 農機、肥料、農薬 

2002 3.0 肥料（尿素、NPK 等） 

2003 2.8 肥料（尿素、NPK） 

2004 0.48 FAO 経由 

2006 0.9 FAO 経由 

2007 0.9 FAO 経由 

累計 61.48 ――― 
         出典：JICA 

 

３－２ 効 果 

農業生産は各種投入材の投入量に左右されやすいことから２KR だけの支援を特定してその効

果を定量的に示すことは難しい。さらにハイチは、自然災害、特にハリケーンの被害が多く、ま

た肥料使用に関する研究も行われておらず関連データも不足しているため、肥料使用の有無によ

る比較も困難である。 
また、上述のように 2004 年以降２KR としての実績がないためその間の効果を示すことができ

ない。2003 年以前については、直近（2004 年１月）の報告書 10で間接的な効果として食糧増産面、

外貨支援面、財政支援面から分析しているので以下にそのサマリーを示す。 
 

（１）食糧増産面、外貨支援面、財政支援面 
１）食糧増産面 

食糧安全保障国家調整室（Coordination Nationale de la Sécurité Alimentaire：CNSA）の試

算によると、ハイチ国民の食糧を賄うには穀物換算で183万tの食糧が必要とされている 

（一人当たりの穀物換算必要量は225kg／年）。必要量の内、国内生産量で賄っているの  

は100万tで、52万5,000tを輸入に、14万tを食糧援助に頼っている。不足量は16万5,000t   

                                                        
10 JICA「ハイチ共和国平成 15 年度食糧増産援助（２KR）調査報告書」（平成 16 年１月） 
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となっている。 
2000～2001 年度の場合、食糧不足の割合は、必要量の９％で、1995～1996 年度の 17％

から減少しているが、純国内供給量の増加はわずかで、純商業輸入の増加が不足量の減少

要因となっている。必要量の半分程度しか国内で生産できていない状況であり、ハイチで

は食糧の増産と食糧の安定供給が強く求められている。主要作物の食糧自給率では、コメ

の自給率が 26％で最も低く、次にインゲンマメが 61.1％となっている。トウモロコシ、

ソルガム、調理用バナナ、根菜類に関しては、国内生産量で国内消費を賄っている。 
ハイチ国内でも、政府機関や NGO 組織の農民に対する各種支援活動が実施されている

地域では肥料の使用が普及しており、これらの農業地域の農産物収量は、限界近くに達し

ている。このように一部の地域ではあるが、高度な集約農業を可能にした背景には、２KR
肥料による技術普及効果が挙げられる。 

２）外貨支援面 
ハイチの貿易収支は、大幅な輸入超過で慢性的赤字を示している。貿易収支の赤字額は、

平均約６億 3000 万 USD にも上り、2002 年の場合には GDP の２割に相当する。輸入の中

では、食料品の金額が最も多く、次に工業製品、機械・運輸機器の順となっている。これ

までのハイチへの２KR 援助額は、1995 年以降では、1998 年と 2000、2001 年を除いて毎

年４億円の実績がある。貿易赤字額と比較すると小さい値ではあるが、肥料全量を輸入に

依存しているハイチにおいては直接、外貨節約に貢献しているといえる。 
また、今回の２KR 援助検討対象作物の内、コメ及びマメ類は自給できておらず、輸入

に依存する比率が高く、総輸入額の約 10％を占めている。２KR によりこれらの作物の増

産が図られれば、輸入量の減少と外貨の節約に貢献するものと判断される。 
３）財政支援面 

ハイチの国家予算は、1999～2003 年の間、慢性的に赤字が続き、総支出に対する赤字額

の比率は、2000 年代に入ってから 25％以上の高い値を示している。不足分は、ハイチ中

央銀行等からの融資となっている。 
国家予算総支出額は 400 億円／年前後、財政赤字額は 110 億円前後を示している。1999

～2003 年の４年間の２KR 援助額の平均が３億 2000 万円であることから、国家予算に比較

すれば約１％、赤字額と比較すれば約３％の財政支援効果があると判断できる。また、見

返り資金が着実に積み立てられ、その資金を使用して肥料の購入や農業プロジェクトが実

施されており、この面でも財政支援効果がある。 
農業セクター公共投資プログラムの予算総額は、2001/02 年及び 2002/03 年度とも約 10

億円である。一方、２KR 事業は、３億円（2001 年度）と２億 8000 万円（2002 年度）で

あり、これに見返り資金による事業を加算すると、農業セクター公共投資予算の半分程度

の財政支援効果があると判断される。 
 

（２）貧困農民、小規模農民支援面 
２KR は小規模農民、貧困農民に対象を絞った「貧困農民支援」に変更された後、ハイチ

に対する貧困農民支援は現在のところ行われていないが、ハイチは貧困農家が肥料を購入で

きるよう、かつ流通にかかわる農民組織や民間業者が利益を上げられるように MARNDR か

らの卸売価格と消費者への小売価格を設定している。この卸売価格で MARNDR が販売した
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場合、積立義務額である FOB の２分の１の額の積み立ては不可能であるが、不足分は国庫か

ら支出して積み立てることにしている。実際、2008 年度、2009 年度のノンプロ無償で肥料を

調達しており、同様の方法で販売して 2008 年度積立義務額の不足分は国庫から補填し義務額

を達成している。小売価格の設定について、MARNDR は貧しい農民が購入するには、彼ら

が設定した小売価格（400～500HTG）まで下げないと無理としている。 
 

３－３ ヒアリング結果 

今後の貧困農民支援実施にあたり、中央・地方を含む MARNDR 関係者、農民の要望、国際機

関及び他ドナー等より収集した意見、情報概略は下記のとおり。なお、ヒアリング結果詳細につ

いては、付属資料４にまとめた。 
 

（１）裨益効果の確認 
ハイチ政府（MPEC、MARNDR）関係者、他ドナー、民間流通業者、農家等へヒアリング

に基づくコメントは、以下のとおりである。 
 

＜政府関係者＞ 
・ハイチは現在、食糧増産のため農家の農業投入材へのアクセスを容易にしたいと考えて

おり、その中でも肥料の補助金政策を実施している。 
・農業投資計画はドナーの協力を得て策定されたものであり、計画に沿った形での２KR

実施を望む。 
・過去の間違いを繰り返さないような実施体制の構築が必要である。 

＜他ドナー／国際機関からのコメント＞ 
・現在のハイチの状況を考えると、食糧増産のための肥料への補助金は必要である。 
・民間業者の妨げにならないよう留意しているのは大事である。 
・補助金政策について、期間を区切って削減計画を策定することも必要である。 

＜民間業者からのコメント＞ 
・現状では、補助金を使って肥料価格を安くすることで消費量を増やして食糧増産するこ

とは仕方がない。 
・経営の先行きをみるためにも、補助金をいつまでどのくらい付けるのか、将来の見通し

を示してほしい。 
・肥料の購入量に応じた割引をしてほしい。 

＜農家からのコメント＞ 
・品質が良いので日本の援助が再会されるのを待っていた。 

 

（２）ニーズの確認 
政府が肥料流通に一切かかわらなかった、つまり補助金が中断した 2005 年から 2007 年に

は、肥料の流通量が１万 5,000t にまで減少した。その頃の小売価格は１袋当たり 1,000～
1,500HTG であったとのことである。2009 年の小売価格は 500HTG／袋、現地調査を行った

2010 年は１袋当たり 400HTG／袋で販売したが、その販売量は 2009 年で３万 5,000t、2010
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年は 10 月時点で４万 7,000t（年間見込み５万 t）を販売していた。つまり肥料のニーズはあ

るものの価格が高いために買えない農家が多く、補助金が付いて価格が安くなったことで購

入量が増大したものである。 
MARNDRの目標は年間15万tと予想される全体ニーズに対し、2016年の肥料消費量７万t 

を達成することである。 
 

（３）課題 
貧困農家とその他農家への販売価格について、別々の販売価格を設定したらどうかという

調査団からの提案に対し、MARNDR からは以下のような返事があった。どのようにシステ

ムを構築しても二重価格にすると安いところで買って高いところで売る、または安いときに

買って高いときに売る業者や個人が出てくる。これを取り締まるのには多大な労力、時間が

必要になる。また、取り締まりを逃れるために不正が起こることも十分考えられる。それを

また監視、取り締まるために労力、時間を割かなければならない。 
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第４章 案件概要 
 
４－１ 目標及び期待される効果 

主食作物の輸入は全体の25％、食物の50％を占める。主な輸入食物は小麦、コメ、砂糖（精製、

未精製とも）、ヤシ油、大豆油、鶏肉、コンデンスミルクである。米国は主な貿易相手国でハイ

チに大量のコメや小麦を輸出している。最近ではコーヒー、サイザル、砂糖のような従来の換金

作物がコメ、トウモロコシ、ソルガム、ミレット、ソラマメなどの主食作物に代わっている。 
そうしたなかハイチ政府は、補助金を活用し低価格の肥料を流通させることで、農家に肥料の

使用を促し農業生産性を向上させることを目標としている。また、農業生産を上げることで自給

自足の農業から現金収入を得ることのできる農業への転換による貧困状態からの脱却と農村部か

ら都市部への人口流入を防ぎたい考えである。 
これに対し、２KR 実施による想定される効果として、①肥料輸入に必要な外貨流出削減効果、

②食糧の国内生産量増加で食糧輸入を減らすことによる安定した食糧供給体制の構築と外貨流出

削減効果、③農家の収入向上効果、が考えられる。①の肥料輸入に必要な外貨流出削減効果は、

供与額をそのまま効果として現すことになる。②食料輸入を減らすことによる外貨流出削減効果

は、調達された肥料がどの程度作物生産に寄与できるかによる。よって実際の肥料の使用量から、

要請量でどれだけ対象作物の生産に寄与できるかを試算してみたところ、以下のとおりとなった。

なお、現地調査での聞き取り結果から明らかになった農家の肥料の使用量を表４－１に示す。ま

た、試算結果をまとめたものを表４－２に示す。 
コメで 9,611ha の耕作面積で使用可能であり、単位収量を 2.1t/ha とした場合、約２万 t 分の生

産に寄与できる。これは 2008 年の国内生産量 11 万 t の 18.3％に相当する。 
トウモロコシは、コメ同様 9,611ha の耕作面積で使用可能で、単位収量を 0.8t/ha とした場合、

生産量は約 7,690t となる。これは 2008 年の国内生産量 21 万 t の 3.7％に相当する。 
バナナで１万 3,650ha の耕作面積で使用可能で、単位収量を 6.6t/ha とした場合、生産量は約 9

万 t となる。これは 2008 年の国内生産量 29 万 5,000t の 31.5％に相当する。 
インゲンマメでは 6,222ha の耕作面積で単位収量を 0.7t/ha とした場合、約 4,360t となり、2008

年の国内生産量６万 5,000t の 6.7％に相当する。 
さらに、MARNDR は見返り資金を肥料調達に活用したいとの意向を示しており、その場合さ

らに同様の効果が繰り返し発生することも考えられる。 

 表４－１ 実際の肥料の使用状況（１ha 当たり） 

対象作物 尿素 NPK（20.20.10） NPK（12.12.20） NPK（12.24.24）

コメ 90kg 225kg   

トウモロコシ 135kg 135kg   

バナナ 135kg  315kg  

インゲンマメ   360kg または 360kg 
  出典：西県の 12 農家からの聞き取り結果 
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 表４－２ 要請量で栽培できる対象作物の面積と生産量の試算結果 

必要量（t） 
対象作物 

耕作可能 
面積（ha） 尿素 NPK（20.20.10）NPK（12.12.20） NPK（12.24.24）

コメ 9,611 865 2,163   

トウモロコシ 9,611 1,297 1,297   

バナナ 13,650 1,842  4,300  

インゲンマメ 6,222    2,240 

試

算

値 

計 4,004 3,460 4,300 2,240 

22 年度要請量 5,000 3,460 4,300 2,240 
出典：表４－１と要請量からの試算 

 
③の農家収入の向上については、他の投入材の品質と流通、農業インフラ整備、農業技術普及

等の課題も多く、短期的な効果は期待できないと考える。 
 
４－２ 実施機関 

（１）組織 
本計画における実施機関は、MARNDR 及び BMPAD となっており、MARNDR は要請内容

の検討と要請、倉庫管理、配布、BMPAD は見返り資金の積み立て・管理、モニタリング報

告書の取りまとめを担当している。また、配布に関しては MARNDR の中の２KR 調整官を中

心とするユニットが実務を行っている。 
MARNDR は、農業分野、水産分野、天然資源分野、村落開発分野の４分野にまたがって

14 の局が配置されるほか、計画局とモニタリング／評価局が配置されている。地方には 10

県に DDA と大きな市町村を担当する市町村農業事務所が５ヵ所配置されている。その他、

所属機関として、農業信用金庫、ODVA、国立農業改革研究所がある。省全体の組織図につ

いては、地震で倒壊した建物に保管されていたため、調査時点で入手することができなかっ

た。 
 
（２）人員 

本計画を担当する部署は、MARNDR が２KR 調整官を長として MARNDR 内に設置したプ

ロジェクト実施ユニットである。２KR 調整官を含め９名の職員がその任にあたっている。

同ユニットは今回要請のあった２KRの要請内容を策定しており、本計画が実施の運びとなっ

た場合には、関係部署間の調整をはじめ、各種書類の確認と関係文書の発行等、案件の実施

に係る業務を担っている。 



－25－ 

 

 図４－１ ２KR 実施組織 

 
（３）予算 

表４－３に MARNDR の 2010 年度予算を示す。このうちハイチ政府の独自予算は８億 HTG
であり、残り 36 億 9025 万 6,186HTG は、二国間協力や国際機関等外部からの支援となって

いる。このため、80％以上が外国からの支援に頼っている状況である。 

 表４－３ 2010/11 年 MARNDR 公共投資予算  

プログラム及びプロジェクト 公共投資額 

制度強化・能力開発プログラム 207,169,880 

農業分野開発プログラム 3,882,123,739 

自然環境保護と改修プログラム 345,962,925 

技術サービスの地方分権化 55,000,000 

計 4,490,256,186 
         出典：MARNDR 

 
４－３ 要請内容及びその妥当性 

（１）対象作物 
コメ、トウモロコシ、調理用バナナ、インゲンマメの４作物が本計画における対象作物と

して選定された。対象作物のうち、コメは平野部での栽培が中心で灌漑設備が整備された地

域では二期作が行われている。コメのほか、トウモロコシ、調理用バナナ、インゲンマメは

ハイチ国民の主食作物であり、妥当と判断される。 
 
（２）対象地域及びターゲット・グループ 

１）対象地域 
本計画における対象地域はハイチ側との協議の結果、当初要請の６県（アルティボニー

ト県、北県、南県、南東県、西県、グランダンス県）から全国 10 県となった。これは、

対象作物がすべての県で生産されていること、及び供与肥料の販売方法を考慮すると妥当

である。 
 

２KR 調整官(1)

会計(1) 配布(1) 在庫管理(1) 庶務(1) 

運転手(1) 

秘書(1) 

( )内は職員数 

（単位：HTG） 
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２）ターゲット・グループ 
今回の２KR における受益者となる対象は、当該対象県の農民グループ、もしくは農協

等の組織に所属する農家、その他の農家で対象作物を生産する相対的な貧困農民とした。

当初、栽培面積によって小規模農家を貧困農家として対象グループを特定しようと試みた

が、この方法は困難であることが判明した。これは、ハイチでは海外からの送金が GDP
の 20％にも達するといわれ、海外送金を受け取っている農家もおり、必ずしも耕作面積が

少ない農家が貧困農家とならないこと、また土地所有権を持たない小作農の場合、耕作面

積が広くても収入が多くなるとは限らないことが理由として挙げられる。よって政府とし

ては、小売価格を低く抑え、十分な供給量を確保することで貧しい農家が肥料にアクセス

しやすい状況を作り出したい考えである。よって実際は、全農家が対象となっている。 
これについて MARNDR は、農業生産を増大させるために補助金を使用しており、必ず

しも主食用作物のみの生産増を目的としていないこと、また政府が肥料を供給するにあた

り可能な限り平等に肥料を供給することを目指しているとしている。MARNDR はこれま

での実績から、供給量全体の２～３％程度の肥料は貧困農民以外にも販売されることにな

ると見積もっている。さらに民間業者は肥料の輸入販売をしておらず、MARNDR 以外の

流通ルートで肥料を購入することは不可能であり、すべての生産者は MARNDR の供給す

る肥料を購入するしかないため、すべての農家を対象とせざるを得ないのが現状である。

対象者によって販売価格を変えることも考えられるが、二重価格にした場合不正が発生す

る可能性が高くなるとしている。つまり、貧困農民と偽って購入する、貧困農民に依頼し

て安く購入し使用、転売する等々である。これは以前、民間業者経由と MARNDR 経由の

肥料の流通ルートが混在していたときの反省からである。また第３章で述べたように、貧

困農民の定義が曖昧なままで販売価格を変えて売るということは現時点で現実的には不

可能である。 
肥料の販売方法については、２KR 調達の肥料に限らず他ドナーからの支援や MARNDR

調達が独自に調達する肥料についても、一貫した方法で実施している。また、民間流通業

者のみならず、農民グループや農協等の農民組織を通じた販売も行っており、民間業者が

いないような地域でも肥料を購入できるようになっている。さらに、農民組織の中には資

機材販売店を持ち、メンバーのみならず不特定多数の農家へ農業資機材を販売していると

ころもあり、メンバーでなくとも肥料を購入することができる。このように小売価格の設

定と流通経路の多様化による貧困農民の肥料へのアクセスを容易するような販売方法を

取っており、本２KR の趣旨に沿ったものであり、妥当と判断される。 
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（３）要請品目・要請数量 
１）要請品目の妥当性 

 表４－４ 要請品目 

No. 品目 要請量（MT） 優先順位 原産国 

1 尿素 5,000 1 

2 NPK（20-20-10） 3,460 2 

3 NPK（12-12-20） 4,300 2 

4 NPK（12-24-24） 2,240 2 

合計 15,000  

ハイチ以外 

 
ハイチ側からの当初の要請内容は、肥料４品目であり、本件調査において実施機関であ

る MARNDR と協議を行った結果、内容に変更はなく肥料４品目となった。今回、要請さ

れた尿素、NPK（３品目）の肥料４品目についてはすでにハイチ内でこれまで流通してい

る肥料であるが、同国内では生産されておらず、すべて海外からの輸入である。 
以上のとおり、今回 MARNDR から要請のあった肥料は同国の農業分野においてすでに

導入され、農家に普及されつつあるが、肥料すべてが輸入品で高価であることから、貧困

農家での使用は限定的であった。このようにハイチにおける貧困農民は、農業資機材が必

要な状況にあるものの十分に入手できない状況にあり、今般ハイチ側から要請のあった肥

料の必要性は確認できる。また、増産による食糧の確保に加え、余剰生産物を販売する可

能性もあり、貧困農家の収入向上につながると期待されることからも、今回要請のあった

肥料は妥当な品目と判断される。 
２）要請数量の妥当性 

肥料の要請数量については、本計画では全国を対象に、尿素、NPK 肥料品目合計で１万

5,000t が要請されている。施肥基準がないため、正確に数量を検討することは難しいが、

2010 年実績で５万 t の出荷が見込まれているため、不良在庫となることはないと思われる。

MARNDR は、2011 年についても５万 t の肥料消費のうち３万 5,000t は政府が、残りの１

万 5,000t を２KR で賄いたいとしており、要請数量は妥当と判断される。 
なお、供与額が要請数量すべてを満たすことができない場合には、４品目を上記割合

（5,000：3,460：4,300：2,240）にて調達すること、ただし尿素 3,500t を確保することが最

優先とであることがハイチ政府の要望であることを確認した。また、肥料の形状について、

粉状ではなく、粒状の肥料を希望している。 
 
（４）スケジュール案 

図４－２にハイチにおける対象作物（コメ、メイズ、バナナ、インゲンマメ）の農業カレ

ンダーを示す。 
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月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

コメ             

メイズ             

バナナ             

インゲンマメ             

凡例 耕起：△、播種／植付：○、施肥：□、収穫：◎、脱穀：◇ 
  出典：調査団作成 

 図４－２ 農業カレンダー 

 
コメ及びメイズは二期作であり、主な施肥時期は夏季（６～８月）及び冬季（12～２月）

に分かれる。コメの主な栽培時期はアルティボニート平地を中心に夏季栽培（５月植付け、

９～10 月収穫）となるため、肥料の需要が高まる時期は６月といえる。一方、ハイチで流通

する肥料は、すべてMARNDRによって補助価格で市場に供給されていることから、MARNDR
は通年にわたり肥料調達を必要としている。2008 年度及び 2009 年度ノンプロ無償による肥

料調達と同様、肥料調達の準備及び販売期間を勘案する必要はないとしており、到着時期に

対する要望は特になく、通年いつでも構わないとしている。したがって、当案件における調

達スケジュール案は、最短期間にて行うものとし、図４－３に示す。 
 

通算月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

▼ 交換公文及び贈与契約調印（E/N、G/A）       

 ▼ 調達代理契約         
 

■ ■ 詳細設計          

  入札図書作成・承認        

   ▼ 入札公示       

    ▼ 入札       

         入札評価      

     ▼ 業者契約      

入札図書 
・技術仕様 
（計 5 ヵ月） 

     ▼ 発注      

        資機材製造  

         検収   

           資機材輸送

         コミッティ運営  

          ■■ 検収

          ■ ■

          コミッティ運営

実施監理 
・機材監理 
（計 5 ヵ月） 

 出典：調査団作成 

 図４－３ 調達スケジュール 
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（５）調達先国 
当案件の要請書では、全品目とも共通して原産国は開発援助委員会（Development Assistance 

Committee：DAC）加盟諸国に加え、トリニダード・ドバゴ、メキシコ、ベネズエラ、ドミ

ニカ共和国が希望されている。ハイチにおける２KR の調達実績は、尿素はトリニダード・

ドバゴ、日本、メキシコ、オランダ、ドイツ産である。また NPK については、どの品目もベ

ルギー産である。2008 年及び 2009 年ノンプロ無償の実績は、ドミニカ共和国産であり、国

庫支出による MARNDR 独自の調達実績はベネズエラ産となっている。したがって、要請書

にある原産国は何れも調達実績を持つという理由で要望されている。調達適格国に関し、更

なる協議をしたところ、品質が仕様書通りであれば、MARNDR はハイチでの実績の有無は

問わないことが確認された。 
２KR では、これまで品質を確保する点から、DAC 加盟緒国が調達適格国とされてきたが、

近年の案件ではロシアやブラジル等からの調達実績もある。懸念される品質については、船

積み前の品質検査等を義務付けることにより品質を確証し、粗悪品の調達を回避できるため、

原産国を DAC 加盟緒国に限定しない案件が近年では多く見られる。調達実績を持つ国だけ

でなく、ハイチ以外のすべての国を調達適格国とすれば、調達先を最大限広く設定すること

になり、入札における価格の競争性を高めることができる。したがって、安価で大量の肥料

の調達が求められているハイチでは、調達先国はハイチを除くすべての国とすることが妥当

である。 
 
４－４ 実施体制及びその妥当性 

（１）配布・販売方法・活用計画 
ハイチで流通する肥料は国内での生産はなく、すべて海外から調達している。調達ルート

として、ドナー支援と国際市場からの調達の２つのルートがあるが、すべて MARNDR を経

由している。現在、民間業者は独自の輸入販売をしていないが、MARNDR が国際市場から

調達する場合は、入札で国内の民間業者に輸入代理業務を行わせている。 
２KR 供与肥料の販売方法は、MARNDR が国際市場から調達・販売している肥料、他ドナー

からの支援肥料や 2008 年度、2009 年度のノンプロ無償で調達した肥料の販売方法を踏襲す

る。現在、ハイチで流通する肥料（援助も独自調達も含め）はすべて補助価格で供給されて

いる。2010 年度２KR 肥料についても、MARNDR から ODVA、農業組合等の農民組織や農業

資機材流通業者を通じて、補助価格にて生産者へ販売を行う計画である。MARNDR では、

流通組織への販売価格を卸売価格、生産者への価格を小売価格とし、それぞれ価格を設定し

ている。卸売、小売価格の設定について、2010 年は卸売、小売価格をそれぞれ 250HTG／袋

（45kg）、400HTG／袋としている。小売価格については、設定価格以下であれば販売できる

が、設定小売価格より高く販売した場合、一度目は販売者に警告を行い、二度目はその業者

との取引停止措置を執る。 
このような補助価格で市場へ肥料を供給することについて、ドナー、流通業者、農業団体

等への聞き取りの結果でも、今のハイチの状況下で食糧生産を増加させるためには仕方がな

いとの意見が大勢を占めている。実際に肥料の消費量は、価格補助が行われていなかった

2005～2007 年の１万 5,000t に比べ、国内で流通するすべての肥料へ補助金価格を適用するよ

うになった 2009 年では２倍の３万 2,000t、2010 年で４万 7,000t（調査時）と３倍強となって
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いる。MARNDR は、2010 年は５万 t に達すると見込んでおり、肥料価格が消費量に与える

影響は大きい。 
本計画で調達される肥料４品目のすべては、図４－４、図４－５に示すとおり、本計画の

実施機関である MARNDR から ODVA、民間流通業者、各種農民組織を通じて、全国の農家

に販売される計画である。 
 

 

 図４－４ 肥料販売フロー（ODVA 以外） 

 

小切手

DDA 
(MARNDR) 

2KR ユニット 
(MARNDR) 

BMPAB 

MARNDR 
肥料倉庫 

見返り資金口座 

(0) 肥料購入に必要な資金
(1) 肥料購入申請書
(2) 申請確認書
(3) 申請確認書

(4) 肥料配布証
(5) 肥料配布証、小切手

(6) 小切手受取証、引渡し証
(7) 小切手受取証、引渡し証

(8) 肥料 
(9) 肥料 

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(1)

農民組織 

NGO、ドナー 
プロジェクト 

民間流通業者 

農家 
(9) 

(0) 
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 図４－５ 肥料販売フロー（ODVA） 

 
この体制での販売はすでに 2009 年、2010 年に実施しており、2009 年実施時には DDA の

スクリーニングがなかったため投機目的で購入し、隣国のドミニカ共和国に転売する業者が

出たが、DDA でのスクリーニングを強化し、申請量が多すぎないか、農民組織、農業資機材

販売業者、農業プロジェクト以外からの申請ではないかなどを重点的に確認することによっ

て、現在このような問題は発生していない。 
表４－５に関係者の業務内容をまとめた。2003 年以前の販売体制と大きく変わったのは、

MARNDR ではなく、BMPAD が見返り資金の管理を担当することになったことである。

BMPAD は、これまで KR やノンプロ無償での実施機関としての実績を有し、これらの見返

り資金の回収や管理での評価は高く、彼らの参加により２KR の実施においても透明性の確

保が十分期待できる。 
 
 
 
 
 

(0) 肥料購入資金
(1) 肥料購入申請書
(2) 配布証

(3) 配布証

(4) 支払伝票
(5) 支払伝票、現金

(6) 領収書
(7) 領収書

(8) 引渡し証
(9) 引渡し証
(10) 肥料
(11) 肥料

農家 

見返り資金口座

ODVA 
肥料倉庫 

ODVA 

ODVA 口座 
民間銀行 

農業信用金庫（ BCA）

農業信用金庫（ BCA）

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)
(8)

(9)

(10)

(1)

(11) 

(0) 
農民組織 

NGO 、ドナー 

民間流通業者 
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 表４－５ 販売に係る関係者業務内容 

関係機関 業務内容 

農業・天然資源・地方開発省

（MARNDR）２KR ユニット 
 

①２KR 要請内容の取りまとめと要請 
②各県への販売割当の策定と通知 

各県への販売実績と生産見込みから販売量の割当を決め、

各県に通知する。マスメディアや県事務所の掲示板で、販

売のアナウンスを行う。 
③資機材（肥料）の受領と保管 

独自に調達した肥料や支援された肥料を受領し、倉庫に保

管し在庫の管理をする。 
④肥料販売に係る各種業務 

購入希望者が持ち込む小切手の確認と配布証の発行、引渡

し証を確認して資機材の引き渡し等 
⑤各種広報活動 
⑥モニタリング報告書作成への協力 

モニタリング報告書作成に必要な情報を BMPAD に提供する。

MARNDR 各県農業事務所 
（DDA） 

①申請書の確認と確認書の発行 
申請書を確認し、申請者が農民、農民組織、または農業資

機材販売業者であることを確認する。 
②肥料の小売価格のモニタリング 

担当地域で、肥料が設定された小売価格より高く販売され

ていないかを確認する。 
③肥料の保管 

一部の DDA で緊急時用の肥料在庫を保管する。 
アルティボニート渓谷 
開発公社（ODVA） 

①申請書の確認と確認書の発行 
申請書を確認し、申請者が農民、農民組織、または農業資

機材販売業者であることを確認する。 
②肥料の保管と在庫管理 

MARNDR から受け取った肥料の保管と、販売中の在庫管理

③肥料の小売価格のモニタリング 
担当地域で、肥料が設定された小売価格より高く販売され

ていないかを確認する。 
④BMPAD への販売代金の送金 

開発援助計画貨幣化事務所 
（BMPAD） 

①小切手の受け取りと領収書の発行 
購入者が持ってくる配布証と小切手を確認し、引渡し証を

発行する。 
②小切手の口座への入金 

受け取った小切手の銀行へ入金する。 
③見返り資金口座の管理 
④モニタリング報告書の取りまとめ 

MARNDR と協力して、肥料販売状況のモニタリング報告書

の取りまとめを行う。 
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本計画においてポルトープランスに納入された肥料は、MARNDR によってポルトープラ

ンスの倉庫と ODVA の倉庫に分けて輸送される計画となっている。ポルトープランス市内の

倉庫と ODVA の倉庫までの輸送業務については、MARNDR が輸送業者を選定して行う。ポ

ルトープランスでは、民間の倉庫を借り上げ、肥料の入出庫管理を民間業者に委託している。 
このため、調査団側から輸送や保管のための予算措置について質問したところ、MARNDR 

側から、これまで管理費用を受益者負担として販売代金に含め、販売後に管理費を差し引き、

残りを見返り資金として積み立ててきたとの回答を得た。今回、FOB２分の１額または全額

積み立てが新しい供与条件となったことで、管理費も含めた全額を積み立てるのであれば見

返り資金を管理費に使用したいとの要望があった。見返り資金の使用に関しては日本側との

使途協議事項であることを MARNDR に調査団から伝えるとともに協議議事録(Minutes of 
Discussions：M/D)に MARNDR 側の要望を記載した。 

実施体制、方法に関して、2003 年当時に報告されていた問題、価格高騰を見込んだ肥料の

買い占め、二重価格（補助金価格、一般価格）を利用した不当な利益確保、選挙利用、賄賂

による優先的な肥料割当て、民間業者の排除等の不透明な活動については、現在は対策が採

られ、行われていないということを民間業者、農家等からのヒアリング結果で確認した。 
 
（２）技術支援の必要性 

上述したように、ハイチには科学的な調査研究をもとにした作物ごとの施肥基準が存在し

ない。今回要請されている肥料４品目はこれまでもハイチで流通し、使用されていることか

ら、特殊な肥料ではない。しかしながら、その効果を最大限に引き出すためにも、これら肥

料の使用にあたっては、適正使用に関する指導が必要となる。コメに関しては、そのほとん

どの量を生産するアルティボニート地域ではODVAが独自に土壌分析を含め調査研究を行っ

ており施肥基準を決めているが、他の対象作物については、施肥量と時期等の施用方法を明

確にして農民に伝える必要がある。 
以上のとおり、今回要請された肥料の投入によって最大限の効果を引き出すためには、適

切な技術指導が必要となるが、施肥技術を含む栽培技術普及については、現在、中央県を対

象として JICA がドミニカ共和国とともに三角協力で実施している技術協力プロジェクト「対

ハイチ農業技術研修コースプロジェクト」での研修カリキュラムに含まれることから、ハイ

チ人研修員が習得した知識、技術を技術協力プロジェクト対象県以外でも活用することが望

まれる。 
 
（３）他ドナー・技術協力等の連携を通じたより効果的な貧困農民支援の可能性 

上述したとおり肥料の流通は政府経由で一本化されている。また、政府は倉庫代を節約す

るため必要以上の在庫を持たない方針であり、ドナー支援によって肥料が調達された場合、

在庫があるうちは独自調達は行われない。そのため２KR 調達の肥料が流通している期間に

NGO や他ドナーのプロジェクト等で肥料を購入する場合は、必然的に 2KR で供与された肥

料を購入することになる。実際に 2008 年度ノンプロ無償で調達された肥料も NGO やドナー

が購入している。 
また、販売方法について MARNDR が世銀の支援を受けて、もっと貧困農民にピンポイン

トに補助金が行き渡るようなシステムを Cayes 地域で試行中である。これは貧困農民に割引
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クーポンを配布し肥料購入に使用するというものであり、流通はすべて民間に任せることが

できる。これについて、本格実施時には IDB が融資を行う意向である。ターゲットとなる貧

困農民の選定は MARNDR に任されているが、パイロット事業のような狭い範囲であればそ

れほど困難ではないが、栽培面積だけでは決められない状況で、全国規模で貧困農民をどう

定義し、公平に選定するかは難しい作業になると思われる。また、この方法では結果として

二重価格が復活することで不当に利益を上げようとするものをどう取り締まるか、その方法、

人材、費用等も考慮する必要がある。 
前項（２）で述べたとおり、肥料の効果を最大限に引き出すためには、その適切な使用（施

時期と施肥量など）が重要であるが、同時に施肥効果の高い改良品種の種子も必要になる。

これら肥料の基本的使用方法についての指導を実施する他ドナー・他スキームとの連携が今

後必要である。 
 
（４）見返り資金の管理体制 

１）管理機関 
前回実施案件である平成 2002 年度までは、実施機関である MARNDR が肥料配布ととも

に見返り資金を管理し、同資金にかかわるすべての業務を担当するとして、見返り資金プ

ロジェクトの計画・実施も MARNDR が行っていた。しかし、当案件からは、これまでの

要請書作成から見返り資金の積み立てまでの MARNDR による単独一貫実施体制を変更し、

BMPAD が見返り資金の管理機関となる。 
BMPAD は 1954 年に米国で制定された「農産物貿易振興援助法（Public Law 480 Title III）」

によるプロジェクト実施機関として、1985 年に設立された独立行政機関である。KR の実

施機関でもあり、調達物資の販売・配布及び見返り資金の積み立てを長年にわたって担当

している。また、2008 年度及び 2009 年度ノンプロ無償の見返り資金管理を担当している

ほか、カナダ、スペイン、イタリア、フランス等の二国間援助及び世銀によるプロジェク

トの実施機関でもある。このように、他ドナーも含む開発資金の管理経験を豊富に持って

おり、その実施能力は高いとされている。 
２）積み立て方法 

見返り資金は、MARNDR から配布引換証を受領した肥料購入者（農業団体、肥料販売

業者、NGO 等）がその代金を BMPAD へ直接支払い、または BMPAD 名義の民間銀行口座

への振込みによって積み立てられる。この銀行口座は利率の高い口座を確保するため、

BMPAD が入札によって決定する。そのため、銀行は案件ごとに異なる可能性がある。 
３）見返り資金積み立て実績 

前回実施案件である 2002 年度までの見返り資金の積み立て状況は 2010 年８月 31 日の

時点で、表４－６のとおりであり、いずれの年度も 100％の積立率となっている。 
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 表４－６ 見返り資金積み立て状況 

為替レート 
年度 

E/N 
署名日 

E/N 額 
（億円） 積立期限 FOB 額 

積立 
義務率

（FOB） （グルド/ドル） （円/ドル） （グルド/円）

積立義務額

（グルド）

積立額 
（グルド） 

積立率 
（%） 

見返り資金

使用額 
残額 

（グルド）

1995 1996/1/9 4.0 2000/1/8 317,540,430 2/3 13.750 106.60 0.1285 29,400,000 29,400,000 100 29,400,000 0

1996 1996/6/19 4.0 2000/6/18 326,108,380 2/3 15.430 109.72 0.1406 30,573,899 30,573,899 100 30,573,899 0 

1997 1997/12/23 4.0 2001/12/22 236,679,112 2/3 16.841 125.24 0.1345 21,217,969 21,217,969 100 21,217,969 0 

1998 1998/9/14 4.0 2002/9/13 304,216,166 2/3 17.082 134.59 0.1269 25,740,197 

1998 1999/4/15 2.4 2003/4/14 192,817,260 2/3 16.729 119.81 0.1396 17,949,070 
*1 

1999 2000/4/6 4.0 2004/4/5 251,235,700 2/3 19.522 106.54 0.1832 30,690,341 30,690,340 100 29,374,673 1,315,667 

2000 2001/4/17 3.0 2005/4/16 206,206,425 2/3 23.396 123.83 0.1889 25,973,273 25,973,273 100 25,973,273 0

2001 2002/1/10 3.0 2006/1/9 203,822,000 2/3 26.633 132.66 0.2008 27,279,719 27,279,719 100 27,279,719 0

2002 2003/4/21 2.8 2007/4/20 198,470,800 1/2 42.807 119.79 0.3574 35,461,806 35,461,806 100 29,486,192 5,975,614

         合計  200,597,006 ‐ 193,305,725 7,291,281 

*1 ハリケーン災害及び病害虫被害のため積立義務なし。 
出典：MARNDR 

 
なお、729 万 1,281HTG（約 1568 万円）の残高は、民間銀行（Banque Nationale de Credit）

の定期預金口座に管理されており、毎月利子が発生している。この口座は MARNDR が管

理してきたが、今後は BMPAD へ移管するため、現在 MARNDR にて BMPAD への口座移

行手続きが行われている。 
４）見返り資金プロジェクト 

見返り資金プロジェクト実績を、表４－７に示す。 

 表４－７ 見返り資金プロジェクト 

２KR 案件年度 実施年 プロジェクト名 金額（HTG）

1997 北部灌漑 400ha 5,778,125
1997 肥料購入 9,735,208
1997 制度・組織支援（モニタリング・評価用車輌 6 台調達） 2,733,600
1997 肥料購入 398,072
2005 

2010（実施中） アルティボニート県、西県、ニップ県食糧増産緊急対策 6,520,129

 モマンス川堤防修復及びクレシエ川改修緊急計画 3,225,957

1995 

 貧困層向け緊急食糧配布（WFP） 1,008,909
1998 肥料購入 11,806,602
2000 肥料購入 13,943,208
2005 MARNDR 緊急対策 1,893,475

1996 

 貧困層向け緊急食糧配布（WFP） 2,930,414
2000 肥料購入 1,302,769
2001 肥料購入 5,555,055
1997 肥料購入 10,024,000
2005 MARNDR 緊急対策 1,445,382

1997 

 貧困層向け緊急食糧配布（WFP） 2,890,763
1999 肥料購入 9,217,944
1999 ラティック平野農業灌漑計画 6,067,160
1997 肥料購入 10,024,000
2006 MARNDR 緊急対策 3,292,671

1999 

 貧困層向け緊急食糧配布（WFP） 772,898
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２KR 案件年度 実施年 プロジェクト名 金額（HTG）

2000 肥料購入 25,672,500
2000 

 貧困層向け緊急食糧配布（WFP） 300,773
2005 MARNDR 緊急対策 25,669,668

2001 
 貧困層向け緊急食糧配布（WFP） 1,610,051

 2002 貧困層向け緊急食糧配布（WFP） 29,486,192
出典：ハイチ国農業省作成 2010 年 2KR 要請書（Etat des Décaissements du Fonds de contrepartie Japonaise） 

 
これまで実施されたプロジェクトには、灌漑プロジェクトや２KR 資機材配布に係るモニ

タリング及び実施促進業務のための車輌購入などがあるが、そのほとんどは、MARNDR が

補助金を付けて販売する肥料の追加購入または WFP 経由の食糧緊急援助（拠出金）に充て

られている。 
これまで見返り資金プロジェクトは、MARDR 内で計画策定後２KR プログラム室が要請

を取りまとめ、ハイチ外務省を経由して日本大使館に使途申請されてきた。しかし、今後は

KR 及びノンプロ無償と同様、見返り資金プロジェクトは閣議にて決定され、新たに見返り

資金の管理機関となった BMPAD が日本側への見返り資金使途申請を担当する。BMPAD は

使途申請が決定された見返り資金プロジェクトを日本大使館に申請する。この使途が承認さ

れると、BMPAD は MPEC、経済財務省及び日本大使館の三者の署名からなる BMPAD 口座

からの承認額引き落とし指示書を発行する。その後、この見返り資金プロジェクト承認額は

ハイチ中央銀行（Banque de la République d’Haïti：BRH）の見返り資金口座へ振り込まれ、該

当プロジェクトに支出される。 
５）見返り資金口座への外部監査 

これまで民間監査法人による２KR 見返り資金の外部監査は実施されていないが、ハイチ

高等会計検査院の指導のもと見返り資金は積み立てられてきた。今後は見返り資金が

BMPAD へ移管するにあたり、ハイチ側は見返り資金の管理及び使途に関する外部監査の導

入について同意している。 
 

（５）モニタリング・評価体制 
２KR 担当部は省内のモニタリング・評価部と連携して、２KR と同様の肥料配布方法であ

る 2008 年度及び平成 2009 年度ノンプロ無償と国庫支出による MARNDR 自身による調達肥

料も含め、以下のようなモニタリング・評価を行ってきた。 
１）モニタリング 

農民まで肥料が届く過程は、肥料購入希望者に対して取得が義務付けられている配布証

（bon de distribution）をもとにモニタリングできるようになっている。この配布引換証は、

各県の DDA が購入者の氏名、地域名、肥料の種類、数量及び価格を記載して発行する。

その後、代金支払い等を経て、最終的に BMPAD から引渡書（fiche de livraison）が発行さ

れて購入者は肥料を受領する。この一連の情報は BMPAD だけでなく、DDA にも報告され

る。これにより肥料の割当量や実際に購入された数量が把握できる体制になっている。 
また、肥料購入者は農民団体や肥料販売業者等であるため、エンドユーザーへの販売状

況をモニタリングするために、DDA は購入者の在庫状況もチェックする。その結果は随時

集計され、予定した数量が対象地域の農民まで届けられているか追跡する。 
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さらに、DDA は、肥料の末端小売価格を MARNDR が定めた公定価格通りに市場で流通

しているか監視するために、末端市場で定期的な巡回調査を行い、肥料購入者が小売価格

を遵守して販売しているかモニタリングする。その調査結果は随時分析され、不当価格で

販売していた団体に対し、状況に応じて警告等を行う。 
なお、DDA は、農民の実際の肥料使用状況について、施肥量などのモニタリングは実施

していない。作物生産量の変化といった施肥効果についても同様であり、普及員を通じて

行う施肥基準等の指導にとどまっている。 
２）評価 

モニタリングにより収集されたデータ等は、DDA が四半期ごとに作成する一般業務報告

書において分析・評価され、肥料配布に関する項目として MARNDR のモニタリング・評

価部に提出される。同部はこれらの報告をもとに肥料配布制度の全体的な評価を行う。 
見返り資金を管理する BMPAD も分析・評価部を持つ。2008 年度及び 2009 年度ノンプ

ロ無償と同一方式にて、２KR 案件終了後には MARNDR からの提出資料をもとに、評価を

含むプロジェクト完了報告書を作成し、日本側に提出するとしている。 
MARNDR、BMPAD 両機関ともモニタリング・評価の重要性については十分に認識して

いる。特に、MARNDR は予算不足等からこれまで十分な評価が実現できなかったことを

認めており、今後取り組む意向を表している。 
 
（６）広報 

これまで MARNDR は E/N の締結や２KR 資機材の引渡し式をテレビ、新聞を通じて広報

してきた。2009 年度ノンプロ無償調達肥料の配布に関するテレビ報道も広く行われており、

積極的に広報に取り組んでいるといえる。ラジオやテレビによる肥料配布の公告も重要な広

報となっており、今後も引き続き実施することとしている。また、ノンプロ無償では、肥料

購入者の取得義務となっている配布引換証などの各種書類の冒頭部分に「ノンプロ無償」や

「日本による援助」の記載があり、購入者に対し肥料の出所を広報するものになっている。

これは２KR に対しても同様に行われる予定である。 
また、BMPAD は、KR の実施機関としてホームページに KR 情報を掲載するほか、E/N 署

名、引渡し式、コミッティ開催などの機会にラジオ、テレビ、新聞による報道実績を持つ。

見返り資金プロジェクトの機材に日章旗マークを貼付することなども行っており、２KR に

ついてもこれら同様の広報の取り組みを行うとしている。 
 
（７）その他（新供与条件等について） 

１）見返り資金外部監査の導入 
これまでのMARNDRに代わって、当案件より見返り資金の管理機関となるBMPADは、

他ドナー案件も含め、外部監査を毎年（会計年度は 10 月１日から翌年の９月 30 日まで）

実施しており、見返り資金もその一環として監査の対象とすることとしている。なお、2008

年、2009 年分の監査は終了し、現在 2009 年、2010 年分が実施予定である。KR の実施機

関でもある BMPAD は、その見返り資金の監査結果を日本大使館に提出しており、２KR
についても同様とすることに合意している。しかしながら、外部監査費用は負担になって

いることから、今後 BMPAD にとって予算確保が困難となる場合には、見返り資金使途申
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請による費用捻出の可能性もあることが調査団に示唆された。 
２）見返り資金の小農・貧農支援への優先使用 

MARNDR 及び BMPAD は、見返り資金を小規模農家に優先的に使用することに同意し

ている。なお、MARNDR は 2008 年度ノンプロ無償の見返り資金にて肥料購入を希望して

いる。しかし、今後は特に MARNDR が計画する見返り資金プロジェクトがこれまで通り

優先されるとは限らず、どの程度 MARNDR の案件が見返り資金プロジェクトとなるかは

不明である。 
３）半期ごとの連絡協議会の開催 

2002 年度以降２KR は実施されてこなかった（FAO 経由を除く）ことから、近年 MARNDR
は連絡協議会を開催していなかったが、その必要性を認識しており、今後の開催に同意し

ている。BMPAD については、KR を通じて半期ごとに限らず、日本大使館と必要に応じて

定期的に協議するようにしており、２KR の場合も同様に取り組むとしている。 
４）ステークホルダーの参加機会の確保 

MARNDR は肥料の配布に際し、施肥状況や市場動向を把握するため、NGO を含む肥料

購入団体や農民との対話の機会を持っている。また、DDA レベルでも同様に行われている

ことから、ステークホルダーの参加機会は確保されているといえる。調査団は更なる機会

の確保に努めるよう要請し、BMPAD も含めて同意している。 
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第５章 結論と課題／提言 
 
５－１ 結 論 

以下の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
 
（１）妥当性 

要請品目は、ハイチの主要食用作物であるコメ、トウモロコシ、インゲンマメ、バナナの

元肥及び追肥用として一般的に使用されている肥料である。経験的に把握されている必要な

施肥量と対象作物の栽培面積から試算すると、４品目の合計年間需要は約 14 万 5,000t であ

るが、ハイチ全体での推定肥料販売・消費量は約３万 5,000t（2008 年）であり、絶対的に流

通量が不足している。 
ハイチ政府は、農業投資計画（2010-2015）において、農業の再活性化のための支援計画

を策定しており、その中で、補助金投入による安価な肥料の流通を促進し、一般農家の肥料

へのアクセスを改善することによる農業生産性の向上を目指している。本事業により調達さ

れる肥料は、同計画による補助金制度の下、農家へ安価な価格で販売される予定であり、適

切な肥料使用を促すことによる農業生産性向上が期待できる。 
 

（２）有効性・インパクト 

本事業の実施により、肥料が調達・販売されることで、以下の効果が見込まれる。 

１）定量的効果 
①単位面積当たりの施肥量が増加する。 
②対象作物（コメ、トウモロコシ、インゲンマメ、バナナ）の単収が増加する。 
③対象作物（コメ、トウモロコシ、インゲンマメ、バナナ）の生産量が増加する。 

２）定性的効果 
①施肥による生産量及び単収が増加することによる生活状況改善が期待できる。 
②協力対象地域での食料生産増加による市場における食料価格の安定化が図られ、貧困層

の食料へのアクセスが改善する。 
 
なお、効果の確認にあたっては、以下の点に留意が必要である。 

・肥料の販売状況は、販売経路の大部分を占める農民組合経由分については組合が把握して

おり、購入農家を特定することが可能である。評価の際に、対象農家のヒアリング（サン

プル調査）によって、使用前後のデータを把握・比較することが可能である。 
 

５－２ 課題／提言 

貧困農民の自助努力を促して自立を支援する目的で、現在の「貧困農民支援」は実施されてい

るが、FOB 価格の２分の１相当額を積み立てることを被援助国に求めることから、農業資材の購

買力がない貧困農家には肥料が届きにくい、または裨益農家が限られてしまうといった課題が、

今般ハイチとの協議において先方から示された。 
当方からは、デュアル戦略による見返り資金の活用において、貧困農民が裨益するようなプロ

ジェクトを実施し、結果的に貧困農民支援となる本スキームの特徴を説明したが、ハイチにおい
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ては、土地の拡大がこれ以上見込めないなか、施肥による単収増加をもって農業生産性の向上を

図るべく、農業補助金を投入して多くの農家がまず肥料を買えるようにすることを優先事項とす

るべしとのスタンスが示された。 
確かに近年のハイチにおける肥料使用量は増加しており、農民の施肥効果に対する認識は高く

なっていると思われるが、一方、肥料へのアクセスが容易になったことに伴い、肥料を使い慣れ

ていない農家に対し、適正量の肥料を使い、コスト削減を図らせるとともに、環境負荷の少ない

施肥方法を指導していくことも今後の大きな課題となる。 
折しも JICA では「対ハイチ農業技術研修プロジェクト」を 2010 年度より開始し、毎年 10 数

名のハイチ農業普及員に土壌改良を含めた農業技術研修を実施することになっているところ、当

該普及員が土壌分析や施肥基準作りなどにおいて活躍し、２KR 肥料の有効な活用に貢献してい

くことは大いに期待できるものと思われる。 
なお、２KR の新供与条件については既述のとおり、実施に際し特段の問題はないと思量する

が、過去に収賄事件があったことにもかんがみ、支援に対する透明性を確保すること、特に見返

り資金の外部監査受入れについては一般競争入札をもって監査人を決定して実施していくとの強

い意思表示が先方より示され、不正を引き起こす土壌を改善していく姿勢が見られたことは特記

しておきたい。 
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Ⅰ．国名     

正式名称 

 

ハイチ共和国 

République d’Haïti 
Ⅱ．農業指標  単位 データ年 データ出典 

 総人口 987.6 万人 2008年 *1 

 農村人口 524.1 万人 2008年 *1 

 農業労働人口 590.8 万人 2008年 *1 

 農業労働人口割合 59.8 % 2008年 *1 

 農業セクターGDP割合 23.4 % 2008年 *9 

 農耕面積/トラクター一台当たり 12,038.22 ha 2007年 *2 

Ⅲ．土地利用    

 総面積 2775.0 万ha 2008年 *3 

 陸地面積 2756.0 万ha 2008年 *3 

 耕地面積 1790.0 万ha 2008年 *3 

 永年作物面積 300.0 万ha 2008年 *3 

 灌漑面積 0.0 万ha 2008年 *3 

 灌漑面積率 0.0 % 2008年 *3 

Ⅳ．経済指標    

 1人当たりGNI 560 US＄ 2007年 *9 

 対外債務残高 n.a.   *9 

 対日貿易量 輸出 50 億円  *8 

 対日貿易量 輸入 1.7 億円  *8 

Ⅴ．主要農業食糧事情    

  FAO食糧不足認定国  Foodcrops and Shortage No. 3

 穀物外部依存量  Foodcrops and Shortage No. 3

 1人当たり食糧生産指標 95 1999～01年＝100 2009年 *5 

 穀物輸入 59.78 万t  *4 

 食糧援助（穀物） 8.4 万t  *6 

 食料輸入依存率 17.0 %  *4 

 カロリー摂取量／人日 n.a.   *4 

Ⅵ．主要作物単位収量    

 穀物 n.a.    

 米 2.1 ﾄﾝ/ha 2008年 *7 

 トウモロコシ 0.8 ﾄﾝ/ha 2008年 *7 

 インゲン豆 0.7 ﾄﾝ/ha 2008年 *7 

 食用バナナ 6.6 ﾄﾝ/ha 2008年 *7 

 ヤムイモ 5.5 ﾄﾝ/ha 2008年 *7 

 タマネギ 5 ﾄﾝ/ha 2008年 *7 

 トマト 12.9 ﾄﾝ/ha 2008年 *7  
*1 FAOSTAT database-Resource-PopSTAT-annual time 
*2 FAOSTAT database-ResourceSTAT-Machinery,  

25 October 2010 
*3 FAOSTAT database-ResourceSTAT-Land 
*4 FAOSTAT database-SUA/FBS-Food Balance Sheets  

All Cereals: Import Q’ty – Export Q’ty  

*5 FAOSTAT database-Production- Production Indices 
*6 FAOSTAT database-Trade-Food aid shipment  

Cereals のみ 
*7 FAOSTAT database-Production-Crops 
*8 外務省国別情報 
*9 Statistical Year Book for Latin America and the Carribian 

2009, ECLAC  

３．対象国農業主要指標 
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（１）ハイチ政府 

１）計画・対外協力省 

2KR について、過去の問題についても話ができたらいいと思っています。1985 年～2002 年まで 2KR

が実施されていました。その間、いろんな問題も発生した。我々は、過去の経験から実施体制や実施

方法の強みや弱点がわかっている。それをふまえて今後は実施して欲しい。過去の間違いを繰り返し

てはいけない。 

地震被災のあと、復興計画で優先順位が新しくなった。農業セクターでは、投入材の優先順位が高く

なっているので、それに沿って実施して欲しい。政府のビジョン、MARNDR のプライオリティ、経

済復興（農業セクターは重要）の 3 点から孤立した形で 2KR が実施されるのは意味がない。 

1995 年と今では農業セクターの状況は違う。様々な関係者を訪問して、農業セクター全体を見据え

たプログラムになることを希望する。2KR の実施体制のコーディネーションについて、計画省はそ

の役割を全うするを確約する。そのため 2KR のメインのカウンターパート機関は MARNDR になる

が、私どもにも情報を流して欲しい。 

調査団から、2KR プラグラムでは、連絡協議会やリエゾン・ミーティングで関係者が情報を共有す

る機会があるのでぜひ参加し欲しい。 

 

２）農業・天然資源・地方開発省（MARNDR） 

ハイチは、現在も過去においても大変な問題を抱えている国であり、国際社会の支援を必要としてい

ます。日本の支援で国を良くしていきたいと願っています。 

近年では、2004 年－2008 年にかけて、4 度の大規模なハリケーンに襲われ大きな被害があり、今年

は大地震に見舞われた。特に首都で起きた地震においては、ハイチは政治や経済の機能が中央に集中

しているため、被害は地方にも及んだ。 

MARNDR は、本年 5 月に「農業投資計画」を策定し、これによって農業分野の再活性化に取り組ん

でいきたいと考えている。国際社会からも、既にこの計画に対しコミットメントをもらっている。こ

の計画とドナーが実施するプログラムとの整合性を図ることが重要で、JICA の支援もこの計画に沿

った形で実施していただきたい。独りよがりの押しつけの支援はお断りしたい。 

特に、現在の食糧自給率 50％を引き上げるために国際社会の支援を必要としており、十分な食糧が

確保できる状況まで持って行き、社会的な安定を得たいと考えている。また、実施体制、実施方法に

ついて、透明性、公平性を担保することについて全く異論はない。我々も参加型アプローチを取って

事業を実施していきたい。 

 

４．ヒアリング結果
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３）西県南部農業事務所（レオガン） 

＜農業事務所＞ 

西県事務所は南北に分かれており、所長は北部（13 コミューン）、次長が南部（5 コミューン）を統

括している。スタッフは 43 人。各コミューンに 1 名の担当普及員、畜産担当 8 名、評価担当 1 名、

他に研修担当がいる。 

MARNDR が策定した計画を実施するのが役目である。特に、農業投入材、土地所有等に関する政策

を実施する。普及体制は十分と言えず、これから作らなければならない。 

農業プログラムは、1995 年以前は、MARNDR が活動の全てを担っていたが、以降はドナーや NGO

に協力してもらい実施している。彼らの活動の調整業務が県事務所の役割のひとつである。農業投入

材に関する研修も農家向けに実施している。この地域はインゲンマメが重要作物で、種子、肥料が補

助金付きで配布される際に技術指導をしている。 

県農業事務所でも肥料のストックを保有している。これは中央の肥料在庫が無くなったとき、市場の

肥料価格が高騰しないよう調整するために適宜地域の市場に供給するために持っている。 

＜農家＞ 

ノンプロ肥料は、品質について評価が高いが、肥料の絶対量はまだ足りない。栽培技術については、

基本的に自分たちの経験をもとに栽培している。MARNDR の研修を受けた人もいる。ユニセフが

NGO 経由で肥料の研修をしたこともある。 

農民運動という機関があって、栽培に関し災害時の対応や肥料の使い方を学んだりしている。 

資金が足りなくてほとんどの農家は十分な肥料が買えない。購入時の支払い方法は、現金か収穫後の

後払いである。 

買えない農家は、土地を持たない農家（小作）が多い。種子代、労賃を払うと肥料は買えない。そう

すると収量が低く、収入も低い。また、肥料を買えないというサイクルが繰り返される。子どもが多

い農家は一般的に貧しい。収入の 8 割が教育費に回ってしまい、十分な農業投資ができない。 

農家からの要望（肥料以外） 

- 農産物のための保管施設や輸送のための道路が不十分である 

- 害虫対策の農薬が足りない 

- 農産物加工施設がない 

- 手作業で耕作をしているので、機械化したい（特に耕耘機） 

- 農家の能力向上を図って欲しい 

- 灌漑施設が不十分である 
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４）アルティボニート渓谷開発公社 

1952 年この地域のかんがい開発のために設立された。灌漑施設の建設、維持管理、生産技術普及や

研究部門もある。8 コミューンにまたがる 32,000ha のかんがい地域を管轄している。32,000ha のう

ち 7,000ha は公社が所有し 1986 年まで耕作していたが、農地改革により 0.5ha 単位で農家へ使用権

を委譲した。現在、約 10 万戸の生産者がいる。 

雨期はコメ、乾期はコメの他、タマネギ、ピーマン等の野菜の栽培もする。この地域のコメの施肥量

は、以前は 1ha 当たり 20-20-10 を 7 袋（315kg）と尿素 3 袋（135kg）であったが、土壌分析や施

肥方法の研究の結果、20-20-10 を 5 袋（225kg）と尿素 3 袋（135kg）が最適であるとわかった。土

壌分析はドミニカのサントドミンゴに送り検査してもらった。 

 

５）アルティボニート農業事務所（ゴナイブ市） 

スタッフ数 84 名中、8 人が農業技術者、その他は技師、獣医、アドミ担当である。管轄はアルティ

ボニート県の北部で、7 つのコミューンを担当している。南部の 8 コミューンは ODVA の管轄であ

る。 

主要作物は、穀物（メイズ、ソルガム、コメ）、野菜（ナス、ホウレンソウ、ニンジン、キャベツ）、

豆類、マンゴの生産が盛んである。 

FAO や USAID の支援を受けて、インゲンマメとコメについて、農家への耕起作業の機械化、投入

材等のパッケージ支援を行っている。 

PIA（Programme Intensification Agriculture）というプログラムを小規模灌漑地域で実施中である。

PIA は BID（米州開発銀行）の支援で 2006 年から 5 年間の計画で実施中であり、2 年間延長される

こととなった。4 つのコンポーネントがあり、①農業活性化として、市場調査、技術パッケージ、研

修、投入材支援、②流域管理・改修（管理委員会を立ち上げ、改修工事、小規模ダム、圃場整備を行

う）、③小規模かんがい農地管理（施設改修、建設、維持管理強化）、④コミュニティ参加促進、を行

っている。 

①の実施にあたっては、若いトレーナーを育成し、農家向け研修や展示圃場の設置で技術普及を行っ

ている。施肥技術も教えているが、テキストのようなものはなく、口頭で伝えているだけである。 

肥料について、この事務所の管轄地域ではほとんど生産者団体が購入し、流通業者の購入は少ない。

団体の中には自己資金で購入し、団体が運営する資材店でメンバー以外の農家に販売するところもあ

る。肥料の流通量が増えたおかげで、この事務所の管轄地域では 2008 年に比べ栽培面積が 25％拡

大した。肥料の流通について、価格高騰を招かないよう在庫を常に持つことが必要である。また、作

物や土壌条件に合う肥料の選定、供給が必要である。 
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（２）国際機関 

１）米州開発銀行(Inter-American Development Bank) 

肥料供給に関しては、農民が変える価格設定が重要である。補助金なしでは購入できない農家が多い。

この 1 年間、IDB と MARNDR で補助金による肥料供給方法の検討をしている。 

日本が支援する肥料の流通において、民間業者の妨げにならないようにということを考慮しているこ

とは大事である。 

IDB と MARNDR が検討しているのは、農家が直接、補助金の利益を享受できるようにするシステ

ムである。具体的には、MARNDR は無償供与してもらった肥料を入札で市場に流通させる。その後、

MARNDR が対象農家に 500 グールドの割引券を発行する。小売価格が 1000 グールドであれば、農

家は 500 グールドの割引券を持って行くことで、500 グールドで購入できるようなシステムである。 

重要なのは対象農家の選定と流通業者の選定を行うことだが、選定に係る基準はまだできておらず、

これは MARNDR の役割である。 

MARNDR は世銀の支援を受けて、平野部の Cayes でトウモロコシとインゲンマメを対象として種

子と肥料にアクセスできるようにするパイロット事業を実施中であり、2011 年にはこれを南北に、

2012 年にはアルティボニートに拡大するため IDB が融資を予定している。 

農業資材販売業者がいないところでは、肥料を使わない伝統的な方法で栽培している（果樹やコーヒ

ー）ので、需要は大きくないが、将来的には必要になってくるだろう。よって、まずは業者がいると

ころを中心に肥料を潤沢に供給し、その後、業者がいない地域で生産者に対して肥料の使用技術を普

及しながら、業者も育成していく必要がある。 

現在、施肥基準はなく、土壌分析もされていないと思われる。 

２）国連食糧農業機関（FAO: Food and Agroiculture Organization） 

ハイチでは、種子の配布、技術普及の支援をしている。2004 年には緊急復興チームを作り、サイク

ロン等の自然災害への対応として、被災した農家へ種子を配布する役割を負っている。 

2004 年、2006 年、2007 年の FAO 経由での 2KR 実施については知らない。日本からのファイナン

スはあったと記憶しているが、サイクロンで被災した地域でインゲンマメとメイズの種子を配布した。 

地震の被災者が他県に避難しており、被災者を受け入れた県（特にアルティボニート）に種子を配布

している。震災後、23 万戸（5～6 百人）に種子を配布した。 

CIAT の協力を得て、種子（メイズ、インゲンマメ、野菜）を配布するにあたって、食料安全保障の

ニーズ調査を実施したが、無償配布、有償配布、民間に任せる等、様々な意見が出た。 

現在、MARNDR が想定している小売価格 400 グールドについて、貧農が投入材を買える状況を作
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らなければならず、国も生産を上げなければならない。そのため投入材へのアクセスを容易にするた

めの補助金は必要である。ただし、補助金システムそのものは持続可能な方法ではない。補助金を使

う場合は、1）目的を明確にする、2）対象地域や農家を明確にする、3）長期的なビジョンのもとで

期間を限定して実施する、必要がある。また、補助金の削減方法や購入資金の貸付制度の検討も大事

である。 

３）IFAD: Internaitonal Fund for Agriculture Development） 

2008 年まで、農業セクターでの政府への貸し付けを行ってきたが、地震発生後、5000 万ドルの債務

を放棄した。現在は無償でプロジェクトを実施している。 

現在、以下の 3 件のプログラムがある。 

①小規模灌漑プロジェクト 

北県、西県、中央県で実施している。2008 年～2015 年、3400 万ドルの予算である。 

②農業生産支援（マイクロファイナンス含む）を 3 県で実施。 

中央県の場合、野菜生産が主で生産増による収入増加を目指している。灌漑のための川の上流域を整

備したり、生産性を上げることに注力してきたが、マーケティングが弱かった。また、小農はクレジ

ットへのアクセスが困難で、それに対する支援をしている。種子や農機具等のインプットへのアクセ

ス改善もしている。畜産では、生産性の高い品種の研究や畜耕の研究もしている。農家に対しての識

字教育や技術研修を行っている。 

③小規模農民支援 

2011 年開始予定で、ニップ県で小農の市場アクセス改善のためのプロジェクトを準備中。ニップ県

はドナーが入っておらず、政府の優先順位が高い。 

MARNDR は、最貧困農家は農業発展（生産の向上）に短期的には寄与できないとしているが、私た

ちはプロジェクトに必ず参加させるようにしている。確かに貧農は家畜を配って増やすのは困難なの

で、中規模の農家に配布し増やしたものを貧困農家に配布するなどしている。女性が土地の所有権を

持てないので、世帯主が若い女性の場合もプロジェクトの対象としている。 

小規模農家について、基準は明確ではないが IFAD では、所有している土地面積 0.5～2.0ha が目処

である。 

我々がプロジェクトの対象を選ぶときには貧困かどうかというよりも、意欲があるかどうかという基

準で選んでいる。たとえば、土地がなくても借りて耕す意欲がある、家畜を持っていなくても借りて

増やす意欲がある、人たちを対象としている。プロジェクトの成果を上げるために重要である。また、

政府は農業生産向上を政策として掲げており、安価な肥料供給は重要である。 

４）IICA (Inter-American Institute for Cooperation on Agriculture)  

IICA はカナダ及びアルゼンチンと共に Pro-Huerta プロジェクトに参加しており、9 月実施のハイ
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チ人研修（22 名）にもＩＩＣＡ職員が 1 名参加した。肥料販売に関し、地方の一部の小売業者の中

には、増量剤を混ぜて販売している者もあり、農家の肥料に対する信頼度が低下しているとのことで

あった。ついては、肥料販売に当たっては販売業者自身が施肥知識をもつ必要があり彼らへの教育・

知識向上のために、教材作成が大切との提言があった。 

５）CIDA (Canadian International cooperation Agency) 

Pro-Huerta プロジェクトは、2008 から 2013 年の 5 年間で 800 万カナダドル（カナダ 500 万、IICA

その他が 300 万）の予算で実施中である。本プロジェクトは社会プロジェクトであるがハイチにお

いては教育省、保健省等は現在のところ関与していない。対象とする 100 万世帯のうちカナダは 5

県（アルチボニット、北、北東、西、中央）を担当しており、スペインが南東県を担当している。肥

料支援に関しては、支援が途絶えた後に民間業者が活躍できるように配慮して実施すべきであるとの

提案があった。なお、貧困農民支援に当たっては、Poverty Map が参考になる。 
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